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---　東工大の今　---
　本学は、2016 年に大学組織の大幅な改組を含む「教
育改革」「研究改革」「ガバナンス改革」を断行し、
2018 年 3 月「科学技術の新たな可能性を掘り起こし、
社会との対話の中で新時代を切り拓く」ことを掲げ、
指定国立大学法人に指定された。指定国立大学法人構
想の立案の中で、教職員や学生の集うワークショップ
を何度か開催し、自分たちは何者であり、何を目指す
という議論を行い、図 1 に示す「ちがう未来を、見
つめていく。」と表現される「東工大ステートメント
2030」に纏めた。
　筆者は 2018 年に学長に就任し、より具体的なアク
ションプランの立案をする中で、未来を創っていこう
と意気込む我々は如何なる気持ちをもつことが求めら
れるのだろうかと考えた。それが「多様性と寛容」「協
調と挑戦」「決断と実行」からなる「東工大コミット

メント 2018」に集約され、具体的に「アクションプ
ラン 2018-2023」となった（図 1）。筆者自身は、この
コミットメント 2018 を常に念頭に東工大の運営に取
り組んで来た。
　具体的な研究の取組について紹介しよう。指定国立
大学法人構想の中で、教育、研究に特に注力する分野
として図 2 に示す重点分野、戦略分野を掲げた。重点
分野は本学において研究者数も多く実績も挙げてきた
分野であり、戦略分野はこれからより注力して生きた
い分野として位置づけた。さらに社会との対話を通じ
でありたい未来を描き、次の種となる本学の（研究と
しての）底力の強化という循環を明確にした。
　大学の研究では、研究者の自由な発想と闊達な議論
を通じて、無から有を生むような様々な成果を挙げた
いと誰しもが思い描くし、東京工業大学もそのような
大学でありたい。一方で、大学の大きな方向付けとい
う意味で、人や施設、資金を重点的に強化する分野も
示しておくことも必要である。
　例えば 2018 年度から開始された卓越大学大学院プ
ログラムでは重点 3 分野から、毎年度計画に申請し採
択された。2019 年度には本稿の読者にも関連する「デ
ジタル社会デバイス・システム」の分野で「最先端量
子科学に基づく超スマート社会エンジニアリング ［1］ 」
が採択され、多くの企業に参画していただき博士教育
に取り組んでいる。また、革新的半導体集積回路の創
生を目的とする「次世代 X-nics 半導体創生拠点形成
事業」には、本学が代表機関となり、豊橋技術科学大
学、広島大学と連携した「集積 Green-niX 研究・人
材育成拠点［2］」が採択された。
　このように重点分野や戦略分野に定めたことで、学図 1　目標実現のための Who – How – What

変化し続け未来を創る大学

国立大学法人東京工業大学
学長　益 一哉

東京工業大学大岡山キャンパス  
正門にある百年記念館からの風景
正面は本館、右に図書館（通称チーズケーキ）、
左に 2021 年 4 月に開館した Taki Plaza
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内の部局を超えた研究、教育の議論の活性化を促し、
大学としても資源（人、スペース、資金）の投資判断
に大いに役に立てている。
　図 2 に示している社会の対話を進めるのが「未来社
会デザイン機構（DLab）［3］」である。DLab は、「人々
が望む未来社会とは何か」を、社会の一員として考え、
デザインすることを目的として 2018 年 9 月に設置し、
これからの科学・技術の発展などから予測可能な未来
とはちがう「ありたい未来」を若者や企業、公的機関
の方々なども含めた多様な人々と共に考える取組を
行っている。そのひとつ成果が 24 の「未来シナリオ」
である（図 3）。例えば、このシナリオの実現可能性
や見直しを、卓越大学院プログラムに参加する学生に
よる議論や若手研究者の集まりでも行っている。2018
年に立ち上げた基礎研究機構では、若手研究者に意識
的に時間を確保する機会を設け、自らの学術的興味に
基づいて独創的・萌芽的な研究課題を見出し、社会的

な期待や責任を自覚しつつ研究を推進することの重要
性を肌で感じられる場を提供しており、ここでも未来
シナリオの議論をしている。このような議論は自然と
異分野融合研究の提案に結びつき、大学としてもこの
ような研究への資金援助を行っている。

---　東工大のこれから　---
　平成の 30 年、世界の GDP は伸びているにも拘わ
らず、我が国の GDP は成長していない。一方で、製
造業に係わる GDP は世界全体でも伸びていない。IT
をはじめとする新しい産業が世界では勃興し、新しい
産業が生まれ成長したのである。翻って、東工大の設
立理念である「人をつくり、工業工場（産業）を興す」
に立ち返ると、結局はこの 30 年の間、東工大は何も
出来なかったのかと自問せざるを得ない。2022 年度
から始まった国立大学第 4 期中期目標・中期計画立案
の際に「理工学の再定義」と謳った理由である。これ
までの東工大が強い分野を発展させるだけではなく、
新たな学術分野の開拓や産業の芽を育てることを目的
に、東京医科歯科大学との法人統合・大学統合を目指
すことを 2022 年 10 月に発表した。共に未来を創ると
いう高い視座に立っての取組である。
　新たな未来を創造するためにイノベーションが求め
られる。イノベーションの源泉は、インベンションは
勿論のこと多様性にもあると言われている。政府「教
育未来創造会議」の 2022 年 5 月の第一次提言にある
ように理工系分野における女性活躍の拡大は喫緊の課
題である。日本は世界と比べると二周三周遅れ状態で
ある。東工大の学士課程入学者に占める女性比率はわ
ずか 14％であり抜本的な増加策が必要であることか

ら、学士入試における「女子枠」の導入を発表し
た（2022 年 11 月）。多くの女性に東工大を目指し
ていただき、共に新たな未来を創造していこうと
いうメッセージである。
　東工大では、2016 年の教育改革以降、学士課程
に入学した学生は全員「東工大立志プロジェクト」
という講義（必須）を受講する。そこでは「志」
を持つことが重要であると説いている。大学こそ、
挑戦する志を持つことが、未来への責務である。
　是非とも多くの皆様の叱咤激励、応援をいただ
ければ幸いです。

＜参考文献＞
［1］�https://www.wise-sss.titech.ac.jp/whats/outline/
［2］https://www.titech.ac.jp/news/2022/064017
［3］https://www.dlab.titech.ac.jp/
［4］https://www.iir.titech.ac.jp/ofr/index.html図 3　未来シナリオ（24 のシナリオの一部）

図 2　研究、教育における重点分野と戦略分野
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はじめに
　工学院は、工学の基本である機械系、制御システム
系、電気電子系、情報通信系、経営工学系の 5 つの研
究分野の教員 200 名以上からなる、東工大で最も大き
な教育研究組織です。2016 年の教育改革で刷新され
た教育カリキュラムを通じてグローバルに活躍できる
工学人材を育成すると共に、世界最高水準の研究活動
を推進しています。

工学院の沿革と概要
　東工大工学院は、2016 年に三島良直前学長の下で
行われた教育改革において、東工大で最も大きな組織
であった工学部（理工学研究科工系）と総合理工学研
究科を改組して作られた教育研究組織の一つです。教
育改革では、学部と大学院を統合した「学院」という
新たな教育研究組織を作り、学科や専攻に代わる組織
として、工学院の中に機械系、制御システム系、電気
電子系、情報通信系、経営工学系の 5 系を作り、系ご
とに学部から大学院まで一貫したカリキュラムによる
教育と活発な研究を行っています。工学院に入学した
学部学生は、2 年次からいずれかの系に所属して専門
教育を受けます。

科学技術創成研究院との関係
　工学院以外に所属する教員の中にも、工学院の教育
研究活動に協力している教員がいます。代表的な例が、
研究組織である科学技術創成研究院に所属している教
員です。科学技術創成研究院の教員の一部は、自分の
研究分野に近い系の担当教員として、系に所属する学
生の教育や研究指導をしています。

工学院におけるICT分野の研究と
産学官連携

工学院の研究分野
　工学院の研究分野の構成については、社会の要請に
対応するため、各系における教員の研究分野を「研究
グループ」に分類し、さらに研究グループを小規模の
教員によって構成される「研究フィールド」に細分し
ています（表 1）。この分類の他に、SDGs 等のグロー
バルな研究課題に対応するべく、複数の系を横断する
系横断研究グループとして、統合 IoT 技術グループ、
ヒューマンセントリックグループ、スマートパワーグ

　東工大工学院の沿革と組織、工学院における
ICT 分野の研究組織や産官学連携について紹介
する。

国立大学法人東京工業大学　
工学院情報通信系　教授
植松 友彦

表 1　工学院における研究グループ
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リッドグループの 3 つの系横断研究グループが設定さ
れています。また、全学の教育研究組織である「超ス
マート社会卓越教育院」や他の学院を横断する学院横
断研究グループとして超スマート社会グループ（以下、
グループを G）が設定されています。これらの横断研
究グループは関連する複数の系や学院の教員によって
構成されています。これらの研究グループを通じて、
未来社会に向けた人材育成や教員独自の独創的研究の
みならず、産学連携研究や海外の有力大学や企業との
国際共同研究を推進しています。

工学院における ICT 分野の研究
　工学院における ICT 分野の研究は、学院横断研究
グループの超スマート社会 G を中心として実施され
ています。具体的な体制は、工学院の系横断グループ
である統合 IoT 技術グループ、ヒューマンセントリッ
クグループの 2 つの系横断研究グループと超スマート
社会卓越教育院が連携して研究活動を推進しています

（図 1）。
　研究内容としては、本特集でも取り上げている、
5G/6G 技術、平面アンテナ、ミリ波・テラヘルツ波
IC 技術、光集積回路、自動運転のための通信技術や
スマートオーシャンのための通信インフラの他、サイ
バーフィジカルシステムやインテグレイテドロボティ
クスなどが挙げられます。

工学院における産学官連携
　工学院においては、年間約 200 件の共同研究を企業
と実施しています。そのうち、研究内容を公開できる
ものが「共同研究講座」です。現時点では 6 つの企業
と共同研究講座を実施しており、工学院産学連携室の
ホームページにおいて、その研究内容が公開されてい
ます。また、超スマート社会卓越教育院を支援する

ために設立した次世代型社会連携教育研究プラット
フォームである「超スマート社会推進コンソーシアム」
では、参画企業と超スマート社会卓越教育院の間で、
共同研究、人材育成、フォーラム開催、インターンシッ
プ、One-Day School などの産学連携による教育研究
活動を行なっています。
　更に、工学院の教員が主導している産学官の共同
プロジェクトとして、文科省による次世代 X-nics 半
導体創成研究拠点形成事業、総務省による電波資源
拡大のための研究開発「第 5 世代移動通信システム

（5G）の更なる高度化に向けた研究開発」、NICT に
よる Beyond 5G 研究開発促進事業ミリ波無線通信、
NEDO の次世代コンピューティング技術開発などが
あります。これらの産学官共同研究の幾つかについて
は、この特集でも概要を説明しています。　

　最後に、工学院の各教員の研究内容が分かるように、
工学院産学連携室のホームページと工学院パンフレッ
トのダウンロードサイトを以下に示します。

■ 工学院産学連携室
　 https://icu-seng.e.titech.ac.jp/node/23
■ 工学院パンフレット
　 https://www.titech.ac.jp/pdf/pub-30296-ja.pdf　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　工学院 ExS Challenge は 2021 年度から開始した東工
大初のビジネスチャレンジコンテストであり、学生や若手研
究者がエンジニアリング（E：Engineering）を生かした持
続可能社会（S： Sustainable Society）の実現を目指す事
業構想を競うものです。初年度の 2021 年は 20 グループ
が参加しました。

　表彰式の様子
（2021 年 12 月 21 日開催）

---　工学院主催のビジネスコンテスト　---
「ExS チャレンジ」表彰式

図 1　工学院における ICT 分野の研究体制
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オープンイノベーションを活用した産学連携活動
　大学の研究成果を社会実装する目的でオープンイノ
ベーションを活用する企業が増えてきている。こうした
企業との連携活動の最前線で活躍する東工大オープンイ
ノベーション機構の活動を紹介すると共に、未来のオー
プンイノベーションの動向について展望する。

オープンイノベーション［1］とは
　自分の研究成果が社会に貢献することは、研究者に
とって研究者冥利に尽きる場面の一つです。この場面
をオープンイノベーションという手法を用いて支援す
るのがオープンイノベーション（OI）機構の基本ミッ
ションです。
　「イノベーション」の定義は有識者によって様々で
すが、本稿では「新しい社会的価値を創造し、新市場
を通じて当該価値を提供する新製品や新サービスを普
及させ、世の中に受け入れてもらう活動」と定義しま
す。また、「オープン」については、「他人と連携して
活動すること」という意味で十分です。
　そうすると、大学と企業の「オープンイノベーション」
とは、「大学と企業が連携して、新しい社会的価値を創
造し、新市場を通じて当該価値を提供する新製品や新
サービスを普及させ、世の中に受け入れてもらう活動」
と定義できます。オープンイノベーション（OI）機構は
この活動を支援する機関ということになります。

オープンイノベーション（OI）機構［2］
　東京工業大学では、2019 年度に文部科学省の公募
した「オープンイノベーション機構の整備事業」に採
択され、OI 機構の活動が本格化しました。東工大の
OI 機構には、以下にご紹介する 4 つの特徴がありま
す（図 1）。

① 組織対組織の連携
　OI 機構の産学連携活動が従来のものと異なるのは、

「組織」対「組織」の連携を推進している点です。「組織」
対「組織」の連携で重要な点は、企業も大学も経営層
から研究者に至るまで各階層の関係者がコミュニケー
ションの取れる体制が整備されることです。この体制
整備は、研究開発を持続的に行うために重要な基盤と
なります。一般に、企業も大学も経営者層、研究企画層、
研究者層は、それぞれ異なった視点で研究開発を捉え
ています。このためコミュニケーションを取って相互
理解を深めながら研究開発を進めることが重要となり

国立大学法人東京工業大学　副学長（産学官連携）
学長特別補佐
研究・産学連携本部　副本部長
オープンイノベーション機構　副機構長・統括クリエイティブマネージャ
教授
大嶋 洋一

～ 新市場創設ためのイノベーションエコシステム ( 大学城下町 )* ～

* 大学城下町構想：「大学城下町」とは、大学が知の源泉となり、スタートアッ
プがプロトタイプを創出し、大企業が大量生産して市場創出を担う、という
イノベーション・エコシスの構想を示した概念である。

図１　東工大オープンイノベーション機構の特徴



7

特集：東京工業大学 //ブルーオーシャンICT

電波技術協会報 FORN － 2023.  3 No.351

ます。特に、大学の研究開発のように長期
的な視点で研究開発を行っている機関との
連携にはこの相互理解が欠かせません。こ
の体制を整備することで、個人レベルでは
なし得なかった組織としてのチーム力を発
揮することができます。この「組織」対「組
織」の研究体制の構築が OI 機構の活動の
第 1 の特徴となります。本学では、この体
制は協働研究拠点という形で具現化されて
います。

② コンシェルジェとしての役割
　近時の社会的課題を解決するためには、一人の研究
者の研究成果だけでは、困難なケースが増えています。
たとえば、Beyond 5G 世代のアプリケーションの開
発を目指すというような場合には、インフラ環境、通
信用デバイス、ソフトウエア等、通信産業に関連する
関係者全体で取り組む必要があり、求められる技術も
多様です。こうした広範な課題に対応するために学内
の研究者のチーミングをサポートするのが OI 機構の
役割となります。企業のニーズと本学の人的リソース
の特徴を理解した上で、所望のチーミングを実現する
点は、ちょうど、顧客のリクエストとホテルのサービ
スを熟知して、顧客の期待に応えるコンシェルジェの
サービスと類似していることから OI 機構のメンバー
は、自分達を「コンシェルジェ」と称しています。
　企業関係者との対話を行いながら、チーミングをし
ていく過程は、想いを形にするデザイン思考の過程そ
のものであり、OI機構の活動の第2の特徴となります。

③ イノベーション・エコシステム環境の整備
　個々のイノベーション創出活動と同様にイノベー
ションが持続的な起こるイノベーション・エコシステ
ム環境の整備は極めて重要です。
　研究開発を担う大学と企業の研究者は、研究成果を
出しさえすれば、それに続く社会実装は研究者が属す
る企業が担うものだと思っています。しかし、社会実
装に至るまでには、特許化支援、マーケティング支援
等、様々な専門家や事業化支援サービスが必要です。
こうした事業化に必要な人材やサービスが連携可能な
ように整備された環境を構築することがイノベーショ
ン・エコシスムの構築事業ということになります。
　また、近時の産学連携は、企業として新しい領域に
踏み出すためというケースが多くなっています。当該
新しい領域では、大企業といっても異分野であり、必
ずしもサポートが可能な領域とは限りません、そこで、

新しい技術を核にスタートアップを設立し、新市場創
設を狙うという手段も有力な社会実装の手段となりま
す。このスタートアップを活用して社会実装できるス
タートアップ・エコシステムもイノベーション・エコ
シムテムの一部として重要となります。
　さらに、近時は、研究開発の多様化に対応するため
に大学間による連携、企業－大学間のインターンシッ
プの活用を含めた OJT、リカレント教育を含む人材
育成等、研究者のネットワーキングもイノベーション・
エコシステムの人材面で重要な要素です。
　何を作るのかを悩む時代においては、大学が知の源
泉となり、スタートアップが VC 等の金融機関の支援
を受けてその知を具体化したプロトタイプを作り、大
企業がプロトタイプを大量生産して市場創設を行う。
そして市場を通じて得られた資金や新しい技術課題
が、企業やスタートアップ、VC 等から大学に還流さ
れる、こうした技術と資金の循環サイクルが生まれる
大学を中心に構築されるイノベーション・エコシステ
ムは極めて重要であり、OI 機構にとって、イノベー
ション・エコシステムの環境整備活動は重要な活動の
1 つであり、第 3 の特徴となります。

④ 両利きの研究開発のサポート
　「両利きの経営」は、チャールズ .A. オライリー教
授が経営の場面で提唱している概念ですが、研究開発
の場面でも応用できるという意味で、ここでは「両利
きの研究開発」と称しています。
　大学は、従来、基礎理論や分析が得意ということで、
研究開発の深堀をするという観点での貢献を求められ
ることが多かったように思います。この研究開発のベ
クトルは「知の深化」の方向に向かっており、連続的
イノベーションとして大学の研究成果を活かす重要な
方向性の 1 つです。
　近時、もう一つの「知の探索」の場面でも大学の研

図２　東工大オープンイノベーションエコシステム
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究開発が役に立つ場面が増えてきています。その理由
は、企業にとって従来の市場の延長線上ではない、新
しい市場に参入したいという場面で、当該新しい市場
の基礎なる研究者との連携を希望する企業が増えてき
ているためです。例えば、農機具企業が、自動運転の
技術を活用して新市場に参入したいという場合に、無
線技術に関する知見が無い場合を想定してみましょ
う。こうした企業は、無線技術はおろか、無線産業自
身についても詳しくないので、無線分野の有識者であ
る大学の研究者にパートナーとして助言を求める、と
いうのは理にかなっています。OI 機構は、企業の「知
の探索」の場面、換言すると不連続なイノベーション
にチャレンジする場面でもサポート活動を展開してお
り、OI 機構の第 4 の特徴となります。

協働研究拠点（図３）
　東工大では、OI 機構が支援する共同研究について
は、大学内に協働研究拠点を設置することを推奨して
います。
　協働研究拠点には、柔軟性、持続性、拡張性という
3 つの魅力的な特性があります。
　まず、柔軟性という観点では、研究テーマの進捗を
管理し、社会ニーズ、経営方針の変化等によるテーマ
の追加や統廃合を可能にします。協働研究拠点の研究
開発活動は、担当するクリエイティブマネージャがプ
ロジェクトに伴走し、複数の研究テーマに関して定期
的な成果報告会等を通じて日々のマネジメントを行い
ます。日頃の進捗管理を丁寧に行う事で、変更が必要
な際に、研究開発の方向性について柔軟に対応できる
のが協働研究拠点の特徴の一つです。
　次に、持続性という観点では研究企画機能が密接な

関係を有します。協働研究拠点では研究企画を担当す
る部門を必ず設置します。この研究企画部門により、
協働研究拠点では、常に新しい研究テーマを探索して
います。大学には様々な研究者が個性的な研究開発を
行っています。これらの研究開発から、自社にとって
必要な研究テーマが次々と見出させることによって協
働研究拠点の活動は持続性を備えることになります。
　最後に、拡張性という観点では、大学がネットワー
キングの核となり、ハブ機能を提供することで、一企
業ではなし得なかった他企業・他大学等との連携を実
現します。この機能は、大学が中立的な立場であり、
広く門戸を開いているオープンな組織だからこそ実現
できる機能であり、大学に設置している協働研究拠点
ならではの特徴です。
　さらに、人材育成という観点では、協働研究拠点の
参加者向けにオープンイノベーション（OI）スクール
を 4，5 回 / 年開催しています。OI スクールでは、研
究者にとって共通的・社会的に注目されている話題に
ついて当該話題の専門家を講師として招きます。講師
から基礎的な話を聞く情報収集の機会に留まらないよ
うに、講演後に講師を含めた参加者とディスカッショ
ンをする機会を設け、オープンイノベーションに不可
欠な研究者のネットワーク形成力の養成を支援しま
す。
　協働研究拠点を設置するための要件を図 3 に示しま
した。国内の大学の通常の個別の共同研究は、平均的
に 300 万円 / 年、研究期間は 1 年（必要に応じて更新）
ですから、協働研究拠点は研究費の規模、研究期間と
もに大型の共同研究となります。
　現在活動している 13 の協働研究拠点は、技術分野、
規模等が異なり、いずれも個性ある活動を続けており、
今後の研究成果が期待されています。

図３　協働研究拠点
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今後のオープンイノベーションの方向性
　協働研究拠点を中心に東工大 OI 機構の産学連携活
動を紹介してきましたが、当該活動の現場では日々新
しい課題が発生し、それを解決するために進化を求め
られています。そこで、産学連携の最前線で起きてい
る変化についてご紹介します。
　その一つが大学間の連携体制の充実です。
　産学連携のコンシェルジェとして期待に応えるため
には、自分がアクセスし、提供するできるサービスや
資産の質と量の確保が重要です。
　しかしながら、学内の資産のうち、特に、人的リソー
スは有限であり、そう簡単に増強することはできませ
ん。コンシェルジェとしての活動範囲を拡充するため
には、学外の人的リソースにアクセスできる仕組みが
必要となります。
　そこで、東工大では、学外の人的リソースへアクセ
スできるための仕組みづくりを始めています。
　第 1 に、医科歯科大学との統合です［3］。この統合
により、これまで自分達には提供ができなかった、医
療系の人材リソースを専門家リストに加えることがで
きるようなりました。医療の専門家の参画は、今後成
長が見込まれるヘルスケアの分野等での医学的見地か
らの評価等、研究成果を社会実装するうえで大きなア
ドバンテージとなります。産学連携のコンシェルジェ
にとっても大きな武器となります。
　第 2 に、工学系大学としてのネットワークの強化で
す。2022 年 11 月、東工大は、豊橋技術科学大学及び
長岡技術科学大学との人材育成の協定を締結しまし
た［4］。この協定は、人材育成プログラムの共有から
スタートしますが、共同研究の際に、相互の研究者が
相乗りして参加できるような連携も視野に入っていま
す。企業にとって、実効的に選択できる研究者が増え
ることは大きな魅力となるはずです。

　第 3 に、アカデミア牽引型のリモートイノベーショ
ンエコシステムの構築です。コロナ禍では、リモート
で会議をすることが日常化し、物理的に離間しても共
同作業が可能となっています。他方、地方では、産学
官の人的リソースが少ないため、イノベーション・エ
コシステムの構築が困難です。そこで、地方と都市と
ネットワーキングを構築することで、リモート型のイ
ノベーション・エコシステムの構築にチャレンジして
います。ここでイノベーションの源泉を提供する大学
がイニシアチブをとることで、持続的なエコシステム
の活動ができないかを探索中であり、現在東工大は、
北九州市との間で九州工業大学との連携を通じて実
証実験を進行中です（図 5）。この事例が成功すれば、
海外との連携へも応用可能だと思っています。

まとめ
　以上見てきたように、東工大には、自然科学の研究
開発と同様に、新しいイノベーションを起こすための
支援をする OI 機構が整備されています。研究成果が
社会に受け入れるためには、研究者のみならず OI 機

構によるサポートが貢献していることを
ご理解頂ければ幸いです。

参考情報
［1］�「オープンイノベーション」は、ハーバード大学の

ヘンリー・チェ スブロウ教授によって提唱され
た 概念です。

［2］https://www.oi-p.titech.ac.jp/index.html
［3］�https://www.titech.ac.jp/news/2022/064662
［4］�https://www.titech.ac.jp/news/2022/065325

図4　アカデミア牽引型のリモートイノベーションエコシステム

図 5　東工大－九工大産学連携交流会
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国立大学法人東京工業大学
超スマート社会推進コンソーシアム事務局
工学院　特任教授
福田 英輔

　超スマート社会（Society 5.0）の実現に向けて超ス
マート社会推進コンソーシアムが進める産学官連携によ
る新たな教育研究プログラムを紹介する。

超スマート社会推進コンソーシアムが推進する
オープンイノベーションとオープンエデュケーション

超スマート社会推進コンソーシアム
　超スマート社会推進コンソーシアムは、来たる超ス
マート社会（Society 5.0）を牽引するリーダーを養成
するため、産官学が連携して、人材育成から研究開発
までを統合した次世代型社会連携教育研究プラット
フォームを共創することを目的に、2018 年 10 月に設
立された。2023 年 1 月現在では、研究機関、自治体、
民間企業などから表1に示す54機関（個人会員を除く）
が参加し、超スマート社会へ向けたオープンイノベー
ションとオープンエデュケーションを推進している。
超スマート社会推進コンソーシアムには、図 1 に示す
ように、全体のステアリングを行う運営委員会の配
下に 3 つの独立の委員会が設置されている。①超ス
マート社会推進委員会は、超スマート社会に向けた
ネットワーキングの場の提供を役割としており、超ス

マート社会推進フォーラム等の企画開催や、One-Day 
School の提供による社会啓発などを行なっている。
②社会連携教育運営委員会は、人材育成とキャリア支
援を役割としており、2020 年 4 月に東京工業大学に
設置された超スマート社会卓越教育課程との連携によ
る人材育成や、オフキャンパスプロジェクト（インター
ンシップ）の支援などを行なっている。③異分野融合
研究推進委員会は、研究開発チームのコーディネート
を役割としており、マッチングワークショップの開催
や、超スマート社会教育研究フィールドの構築などを
行なっている。超スマート社会教育研究フィールドは、
超スマート社会へ向けた研究開発を行うオープンイノ
ベーションフィールドであり、コンソーシアム会員で
あれば誰でも自由に活用することができる。

図 1　超スマート社会推進コンソーシアム

～ 研究、教育、共創の三位一体で展開する産学連携の新たな取組み ～

  マッチングワークショップ パネル展示の様子
（2022 年 11 月開催）
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超スマート社会教育研究フィールド
　本コンソーシアムでは、参加機関と連携して、超ス
マート社会を創造するオープンイノベーションプラッ
トフォームの構築を進めている。これまでに大岡山
キャンパス、ならびにすずかけ台キャンパスに表 2 に
示すような 6 つの教育研究フィールド（スマートモビ
リティ、スマートロボティクス、量子科学、人工知
能、スマートワークプレース、スマート農業）を構築
し、最先端の超スマート社会の実現に向けた様々な研
究・実証実験を行っている。これらの教育研究フィー
ルドは、我々が目指す超スマート社会の縮図という位
置づけであり、コンソーシアム参加機関であれば誰で
もが教育と研究に活用することができるオープンイノ
ベーションフィールドである。次にそれぞれの教育研
究フィールドの概要を述べる。

① スマートモビリティ
　自動運転やそれを活用したモビリティサービスに関
する研究プラットフォームで、実際に乗車体験が可能
な 2 台の自動運転車両と最先端のワイヤレスネット
ワーク（5G、ミリ波帯無線 LAN）を用いた教育・研
究のプラットフォームを構築している。この上で、光
学画像や LiDAR での計測情報など、あらゆるセンサ
情報を流通・処理させることで新たなモビリティサー
ビスの創出と超スマート社会の実現を目指している。

② スマートロボティクス
　スマートロボティクス教育研究フィールドでは、①
Robot Zoo Sky、② Robot Zoo Aqua、③ Robot Zoo 

Land、④ Smart Manufacturing の 4 つ領域のロボッ
トの研究開発を進めている。Sky は異種のドローンや
移動ロボットを複数台同時に制御するプラットフォー
ムを構築し、農業分野におけるマルチドローンの活用
を進めていく予定である。Aqua では、大型水槽、光
学式モーションキャプチャシステム、および水上ド
ローンを導入し、水上ドローンの自律航行に関する研
究開発を進めている。 Land では、協働ロボット、野
外フィールド用 4 脚ロボット、多機能ロボットアク
チュエータモジュールを活用して、災害対応・インフ
ラ整備・高齢化等の社会課題を見据えた実践的研究開
発の推進を目指す。Manufacturing では、5 軸加工機
を活用し、複雑な一体部品を誤りなく加工するための
一連の加工プロセスを研究開発している。これにより、
高付加価値なマニュファクチャリングの実現を目指し
ている。これらのフィールドにより、実践的な研究・
教育の場を構築し、超スマート社会を支えるロボティ
クスを創出している。

③ 量子科学
　量子科学の領域では、次世代に向けた量子コン
ピューティングの実現に向けて、量子ビットを実装・
評価するための、極低温における量子現象を観測する
ための高精度で低雑音な測定系を構築している。量子
センサに関しては、量子効果を利用して微小な磁界を
検出できる超伝導量子磁束干渉計の実現に向け、従来
よりも高感度な検出が可能な量子センサの研究・応用
の探索を進めることで、高度な情報処理が求められる
超スマート社会構築への貢献を目指している。

表 1　超スマート社会推進コンソーシアム（2023 年 1 月現在）
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④ 人工知能
　人工知能教育研究フィールドでは、本学のスーパー
コンピュータ TSUBAME 上に搭載されている GPU 
を利用し、実際に機械学習ツールを動作させ、音声認
識や音声合成、物体認識など、さまざまなアプリケー
ションが実行できる環境を提供している。「社会的課
題解決型データサイエンス・AI 研究推進体（DSAI：
Data Science and Artificial Intelligence）」を始動さ
せ、大学院生を対象とする人工知能教育の準備を進め
ており、Wi-Fi6 の無線 LAN を用いた実験環境を整
備し、高速回線を用いた機械学習サービスの活用基盤
を構築している。

⑤ スマートワークプレース
　スマートワークプレース教育研究フィールドは、よ
り良い働く場の構築を目指す研究プラットフォームで
ある。ここでは、大手町のサードプレースに配備した
熱画像センサや CO2 センサと AI を連携させた温熱快
適性判定システムや、シミュレーションと MR（Mixed 
Reality）を統合した飛沫核投影システムを構築し、
室内環境や執務者のバイタルサインをセンシングし、
AI を用いたスマートな空調制御により快適で生産性
の高い環境の構築を進めている。さらに、ウェルネス
やポストコロナというキーワードも視野に、働く場の
あり方を検証していく。

⑥ スマート農業
　日本型の小規模農業が抱える問題に対応するため、
スマート農業に関する研究プラットフォームの構築を
進めている。東工大すずかけ台キャンパスに約 2 アー
ルの圃場を構築し、電気、通信、水道、定点観測セン
サネットワークを完備し、係留ドローンが飛行可能な
スマート農業フィールドを構築している。土壌改良、
その後の大豆の作付けを完了しており、生産性の高い
農業を実現するための技術基盤を開発していく。

　今後は、災害時の建物の継続使用性の早期判断や都
市のレジリエンス向上に貢献する「スマートビルディ
ング」、次世代の社会インフラである SSI（Sustainable 
Social Infrastructure）を目指す「スマートインフラ
メンテナンス」を推進するとともに、漁業の効率化や
海洋資源探査に向けて「スマートオーシャン教育研究
フィールド」を構築していく計画である。

社会人向けリカレント教育への取り組み
　超スマート社会推進コンソーシアムでは、リカレン
ト教育の一環として、2021 年度から、コンソーシア
ム参加機関向けに 5 つの分野（人工知能、量子科学、
スマートモビリティ、ロボティクス（スカイ）、ワー
クプレース）について教育研究フィールドを体験実習

表 2　超スマート社会教育研究フィールド一覧（2022 年 10 月 1 日現在）
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できる機会を提供している。実習内容を表 3 に示す。
ここでは、One-Day School のプログラムとして、1
日でひとつの教育研究フィールドに関する講義と演習
を行い、コンソーソシアム参加機関に教育研究フィー
ルドを概観し今後の活用や研究開発を検討するための
一助として頂くことを目指している。ひとつのフィー
ルド当たりの参加人数を少人数に限定することで、担
当教員との密接なディスカッション、ならびに参加者
全員が教育研究フィールドに直接触れていただく機会
を担保し、活発なディスカッションや演習体験を通し
て、学び直しの機会を提供するとともにコンソーソシ
アム参加機関への技術的貢献を進めた。今後は、コン
ソーシアム参加機関だけでなく、一般の企業にも参加
いただける仕組みづくりを目指す。

　更に同様の内容は、超スマート社会卓越教育院に登
録している学生向けにも異分野融合研究企画集中演習
プログラムとして提供し、自らの専門分野と異なる知
見の獲得の一助となっている。

まとめと今後の展望
　本稿では、超スマート社会推進コンソーシアムの概
要と 6 つの教育研究フィールドと、それを活用した人
材育成及び研究開発の例を紹介した。本コンソーシア
ムで構築している、サイバー空間とフィジカル空間
を高度に融合する超スマート社会サービスプラット
フォームは、農業、製造、物流、医療など他の分野に
も応用できる柔軟性と拡張性を持った設計となってお
り、今後到来する超スマート社会の基盤となると考え
られる。さらに本コンソーシアムは、これらの超スマー
ト社会教育研究フィールドを活用した研究プロジェク
トを通して、超スマート社会時代を牽引する人材の育
成も行っている。本稿を読んで頂いた読者の中で、こ
れらの活動にご興味がある方は、是非、超スマート社
会推進コンソーシアム事務局までご連絡いただければ
幸いである。

表 3　2021 年度 One-Day School のプログラム

図 2　スマートモビリティの実習の様子
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　図 2 に超スマート社会サービスプラットフォームの
イメージを示す。超スマート社会サービスプラット
フォームは、フィジカル空間のサービスとサイバー空
間のアプリケーションの間に位置し、センサ、デー
タ ベ ー ス、MEC（Multi-access Edge Computing）、
5G/6G、クラウドなどを活用して、フィジカル空間の
アクチュエータとサイバー空間のデジタルツインを融
合する。人間（ユーザ）は、従来のスマホなどを用い

5G/6G と超スマート社会
　2020 年に商用化された 5G（第 5 世代移動通信シス
テム）であるが、何が出来るのか？？と思っている方
も多いと思う。正直に言うとまだ何も出来ていません
と言うのが現状である。ミリ波などの高周波帯を用い
る 5G はカバレッジが狭く、4G までとは異なるエリ
ア展開が必要である。またたとえミリ波 5G が超高速
通信を実現したとしても、アプリケーションサーバが
接続されているインターネットがボトルネックとな
り、結局 4G と同程度のデータレートになる。そもそ
もスマホから情報を受け取る人間の容量に限界がある
ため、4G のデータレートで十分である。などが現状
であろう。
　ここでがっかりしないで欲しい。実は 5G は、さら
に次の世代の 6G とセットで世界に革命的変化をもた
らす。図 1 を観てもらいたい。3G と 4G のセットが
もたらした革命は何か？それは勿論スマートフォンで
ある。Android や iOS などのサービスプラットフォー
ムが創出されたことで、任意のスマホに任意のアプリ
をダウンロードして用いる現在の利便性の高い社会が
実現された。では、5G と 6G のセットがもたらす革
命は何か？それは超スマート社会である。これから創
出される超スマート社会サービスプラットフォームを
用いることで、サイバー空間とフィジカル空間が融合
され、社会に革命的進化がもたらされる。4G までと
は異なるエリア展開を行い、アプリケーションをイン
ターネットの手前のエッジサーバに導入し、またスマ
ホを介さずにサイバー空間とフィジカル空間を直結す
ることで、5G と 6G の真価が発揮されるのである。

国立大学法人東京工業大学
工学院電気電子系　教授
超スマート社会卓越教育院　院長
阪口 啓

　超スマート社会推進コンソーシアムは産官学共創により
超スマート社会の実現を目指している。本稿ではその取り
組みを加速するためのオープンイノベーションフィールド
である大岡山5G/6G 実証フィールドを紹介する。

大岡山5G/6G実証フィールド
～ 超スマート社会の実現に向けて ～

大岡山の基地局アンテナとともに（2022 年 2 月）

図 1　2 Generations = 1 Revolution

図 2　超スマート社会サービスプラットフォーム
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てこれらを遠隔から管理運営する新たな立場となり、
これによって人間をより自由にする新たな革命である
超スマート社会が実現される。はずである。
 

大岡山 5G/6G 実証フィールド 
　産官学共創により超スマート社会の実現を目指して
いる超スマート社会推進コンソーシアム［1］は、超
スマート社会サービスプラットフォームをオープンイ
ノベーションにより創出し、スマートモビリティやス
マート農業などの様々なセクタに応用するために図 3
に示す大岡山 5G/6G 実証フィールドを東京工業大学
のキャンパス内に構築している。
　図 3 中の右上のボックス内の RAN（Radio Access 
Network）コンポーネント、すなわちミリ波と Sub 6
の RU（Radio Unit）、DU（Distributed Unit）、CU

（Central Unit）、MEC、およびアプリケーションサー
バが全てキャンパス内に配置され、プライベートな実
験局免許により運用されているため、現状の商用 5G
を超えた多様な実証実験の実施が可能になっている。
またコアネットワークは楽天クラウドイノベーション
ラボ内に設置され、実証フィールド専用に発行したプ
ライベート SIM を用いることで、実験局に認証され
た市販の端末だけでなく、新たに開発した AR 端末や、
将来の自動運転車などを接続することができる。ま
た RAN、コアネットワーク、およびアプリケーショ
ンサーバは完全仮想化により構築されており、仮想化
コンテナを用いたアプリケーションの分散配置や、コ
ンポーネントの最適配置などを容易に行うことができ
る。さらにキャンパス内には次世代 ITS（Intelligent 
Transport System）で導入予定の路側機（Road Side 
Unit）が設置されている。自動運転車だけでなく路側
機に設置されているカメラや LiDAR（Light Detection 

図 3　大岡山 5G/6G 実証フィールド

and Ranging）などのセンサデータを MEC サーバにリ
アルタイムに収集し、キャンパスの 3D マップに統合
することで大岡山デジタルツインを構築することが可
能になっている。なお大岡山 5G/6G 実証フィールド
に関する詳細は文献［2］を、スマートモビリティに
関する詳細は文献［3］参照されたい。
　図4は大岡山5G/6G実証フィールドにおいてスルー
プットを実測した例を示している。ここではアプリ
ケーションサーバを MEC に配置し（インターネット
を用いない）、4G LTE をアンカーバンドとして用い
る NSA（Non-StandAlone）構成で、ミリ波のスルー
プットを測定している。図より明らかな様に、ミリ波
5G のスループットは 1.7Gbps となり、4G の 1Mbps
より遥かに速い。

リピーターを活用したミリ波 5G/6G のエリ
アの展開
　前節の図 4 では、端末から基地局を目視できる見
通し環境での特に良好なスループットの例を示したが、
見通しの無い環境ではミリ波 5G のスループットは急激
に劣化し 4G を下回る。ミリ波は伝搬損失そして回折損
失が大きい（地物の裏側に回り込まない）ためカバレッ
ジエリアが小さい。さらに図 4 の環境では大岡山で有
名な銀杏並木があり、銀杏の幹で見通しが遮られるだ
けでなく、枝や葉が風で揺れるだけでもスループット
に影響が出る。すなわち 4G と同様のエリア展開では、
カバレッジが狭い上に不安定と何とも使い辛い。
　この問題を解決する方法の一つに、ビームフォーミ
ング機能を有するドナーユニットと増幅再放射機能を
有するサービスユニットからなるミリ波アナログリ
ピーターがある。早速、図 5 に示すミリ波リピーター
を用いて実証実験を行ってみた。ドナーユニットを見
通し内に設置し、見通し外に向けてサービスユニット
が再放射する。図 6 の左側と右側を比較するとリピー
ターの効果は明らかであり、銀杏並木があってもミリ
波のエリア展開が可能になる。なおミリ波リピーター
を用いた実証実験の詳細は文献［4］を参照されたい。

図 4　スループットの実測例
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MEC を活用した 5G/6G ならではのアプリ
ケーション
　最後に大岡山 5G/6G 実証フィールドで、MEC を活
用した 5G/6G ならではのアプリケーションを動かし
てみよう。端末としては、誰でも手に入れることがで
きる 5G 対応のスマホを用いることにするが、これま
でのスマホとは一風異なる使い方をする。
　はじめに図 7 に示す Augmented Information on 
MEC を紹介しよう。これは 5G 対応スマホを AR 端
末として用い、ユーザの位置情報を用いて大岡山デジ
タルツインにある Augmented Information をダウン
ロードし、リアルタイムにスマホに表示するアプリ
ケーションである。これによりフィジカル空間とサイ
バー空間が AR 端末上で融合し、キャンパス内のナビ
ゲーションや、建物のデコレーション、空に浮かぶ巨
大広告など、4G まででは実現できなかった世界を創
造できる。
 

　図 8 は Augmented Information on MEC のシステ
ムアーキテクチャを示している。5G 対応スマホは、カ
メラの映像をリアルタイムに MEC およびクラウドに
送信し、VPS（Visual Positioning System）により測
位することで従来の GPS よりも高い精度で位置情報
を推定している。空に浮かぶ巨大広告などの大容量な
Augmented Information は MEC サーバ上で管理され、
ユーザの位置情報に基づき、5G の特徴である超高速か
つ低遅延通信を介してリアルタイムにダウンロードさ
れ、AR 端末に表示される仕組みになっている。
　次に図 9 に示す Object Detection on MEC を紹介
する。こちらはその名の通り、5G 対応のスマホで移
動する複数の物体を検知するアプリケーションであ
る。カメラの映像を用いた物体検知には、一般的に
ニューラルネットワークなどの機械学習が用いられる
が、スマホの計算能力では、遅延が大きく図 9 の様な
移動する複数の物体を正しく検知することは難しい。
ではどうすれば良いか？

　図 10 は Object Detection on MEC のシステムアー
キテクチャを示している。5G 対応スマホは、カメラ
の映像をリアルタイムに MEC サーバに送信し、機械
学習による物体検知は全て MEC サーバで実行され
る。MEC サーバには、スマホに比べて潤沢な GPU
が設置されているため、高度な計算を短時間で実行す
ることができる。物体の検出結果をリアルタイムにス
マホに送信し、スマホの AR 機能を用いて表示するこ図 7　Augmented Information on MEC

図 5　実証実験に用いたミリ波リピーター

図 6　ミリ波リピーターによる 5G のエリア拡張

図 8　Augmented Information on MEC のシステムアーキテクチャ

図 9　Object Detection on MEC



17

特集：東京工業大学 //ブルーオーシャンICT

電波技術協会報 FORN － 2023.  3 No.351

とで、移動する複数の物体を検知することが可能にな
る。本アプリケーションでは、映像伝送の前に簡単な
下処理を行うことで、ラウンドトリップで 50ms 以下
の低遅延な物体検知を実現している。
　現在は、上記 Augmented Information on MEC と
Object Detection on MEC を発展させて、図 11 に示
すスーパースマートタウン大岡山の構築に取り組んで
いる。AR と次世代 ITS を用いた MEC とデジタルツ
インによる超安全（自転車）運転支援や、AR と 3D
オブジェを用いた MEC とデジタルツインによるスー
パースマートショッピングなどを創出している。大岡
山 5G/6G 実証フィールドや、スーパースマートタウ
ン大岡山に興味がある方は、是非お声掛けを頂きた
い。また超スマート社会推進コンソーシアムでは、超
スマート社会を共創する同士を随時募集している。人
類の未来を一緒に創りましょう！
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[3]�阪口 , 福田 , 岩附 , “東工大スマートモビリティ教育研究フィールドを活用した人材

育成と研究開発 ,” 自動車技術会誌 , 2022年 11月 .
[4]�徳川 , 中里 , 久保田 , 阪口 , 板垣 , 南里 , 朽津 , 益子 , “アナログ中継局を用いたミリ

波カバレッジエリアの設計と実証実験 ,” 信学技報 , RCS2022-190, 2022年 12
月 .

 　　工学院電気電子系　阪口・タン研究室　

　東京工業大学工学院電気電子系の阪口・タン研究室は、荒木純道名誉教授をルーツとし、現在では、阪口啓教授、タンザカン准
教授を中心に、渡辺文夫推進アドバイザー、福田英輔特任教授、藤井輝也特任教授、表英毅特任准教授、ウトウ特任准教授、久保
田啓一研究員、中里仁研究員、および 2 名の秘書、24 名の学生から成る大所帯の研究室です。無線通信システム全般の研究に取
り組んでいますが、特に 4G では MIMO-OFDM 通信システム、5G ではミリ波通信システムの実用化に貢献してきました。次は
6G ですが、最近は超スマート社会にハマっています。
　

図 10　Object Detection on MEC のシステムアーキテクチャ

図 11　スーパースマートタウン大岡山

研究室活動風景
「研究室風景」「楽水会（東工大の電気・情報系の同窓会）スポーツ大会」「研究室旅行」
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世界にない新しい構造の平面アンテナをつくる

　合成開口レーダは、電磁波を用いることで、昼夜や天候
に関係なく地上の様子を観測できます。小型化された多数
の衛星による高頻度な観測、人工知能などの高度な画像処
理技術により、防災、インフラ、環境、農業、金融等の多
くの分野での利用が検討されています。本稿では、その小
型衛星搭載合成開口レーダ用に研究開発された平行平板ス
ロットアレーアンテナについて説明します。

国立大学法人東京工業大学
工学院電気電子系　教授
廣川 二郎

はじめに
　1t 以上の大型衛星で実現されてきた合成開口レー
ダ（Synthetic Aperture Radar, 以下 SAR と略す）を
100kg 級の小型衛星に搭載できるように展開パネル型
の方形平行平板スロットアレーアンテナを研究開発しま
した。衛星全体の軽量化は、衛星およびロケット打ち上
げにおけるコストの劇的な削減につながっています。従
来の電子機器を多数搭載した高価なアクティブフェイズ
ドアレーアンテナや機械式メッシュ展開アンテナに対し
て、このアンテナは安価なハニカムパネル*¹ で構成さ
れ低コストで収納性に優れています。1m の地上分解能
のために 10GHz 帯で 300MHz の広帯域化を実現して
います。多数の小型 SAR 衛星により、世界の経済活動
の把握や、災害発生時の迅速な対策の準リアルタイム
全天候型広域観測が実現しつつあります。

従来技術との比較
• アクティブフェーズドアレーアンテナ
　展開パネル上に多数の電子回路と放射素子を配置し
たアンテナです。宇宙空間に露出したアンテナパネル
上の電子回路の小型化、低コスト化が困難です。また、
面密度と質量が提案形式と比較して 2 倍以上という問
題があります。

• メッシュ・膜展開アンテナ
　メッシュをケーブルの張力でパラボラ形状に保つ反

射型アンテナです。展開信頼性や高い面精度の実現の
ために煩雑な調整が必要です。メッシュや膜の展開が
2 次元的であり、アンテナビームパターンがほぼ円形
に限られるため、観測範囲が数 km に限られ広い観測
域が得られません。

• 展開式スロットアレーアンテナ（提案形式）
　展開式受動アンテナパネルを非接触で給電します。
パネル形状の調整が不要で、展開の高い信頼性、低コ
スト、数 m2 の面積を簡易な展開機能で実現できます。
平面パネルの 1 次元展開方式で観測幅を広くとれる特
徴があります。裏面に太陽電池を設置して太陽電池パ
ネルと兼用できます。

アンテナ構造・性能
　図 1 にアンテナ構造を示します。左図は 70cm 四方
の方形平行平板スロットアンテナ 7 枚を衛星筐体周囲
に収納した配置、右図は展開した場合の構造です［1］。
右図において、各平行平板導波路の中央部に給電導波
管が設けられています。7 枚のアンテナを並列給電す
る導波管は別途設けられており、アンテナ間は隙間を
有する 2 枚のフランジを介して給電されています。ア
ンテナでの電磁波の伝搬経路を矢印で示しています。
左の拡大図に示すように、2 枚のフランジ*² のうち 1

～ 7 枚の方形平行平板スロットアレーアンテナを宇宙で展開して合成開口レーダに用いる ～

*¹��軽量化のためにハチの巣形状にしたアンテナパネル

*²��導波管同士を接続する平板。宇宙空間では昼夜の温度差が大きく導波
管が収縮するので、伸びても互いに接触しないようフランジ間には隙
間がある。

縦0.7ｍ×横4.9ｍのアンテナパネルを用いた衛星 
（画像提供：科学技術振興機構）
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枚の給電開口の周囲にはチョーク*³ を設け、隙間が
あっても給電開口端で等価的に短絡され漏れを防いで
います［2］。給電導波管には中央にあるτ分岐*⁴ か
ら両側へ給電されます。給電導波管上には 1/2 管内波
長間隔で結合スロットアンテナを互い違いに傾けて配
置し同位相同振幅で励振しています。平行平板導波路
上には、図 1 左図に示すように放射スロットアンテナ
ペアを電磁波の進行方向に 1 管内波長間隔で並べ、同
位相同振幅で励振し外部に電磁波を放射しています

［3］。平行平板導波路内にはハニカム構造の誘電体を
設け、管内波長を自由空間波長より短くして不要方向
への放射を抑圧しています［4］。
　図 1 左図に示すように、x 軸方向の電界（地面に対
して垂直）を有する電磁波を送受信します。7 枚のア
ンテナを並列給電し、4.9m×0.7m の細長い放射部を
実現しました。これにより 28km の広い観測幅が可
能となりました。

 
新規性
• 方形平行平板導波路構造の導入
　レーダとして数 kW の高出力を扱うため、効率よく
電磁波を放射するには伝送損失の小さい中空導波管*⁵
構造を用いた方がよいです。中空導波管構造としては
方形導波管が主ですが、多数の方形導波管*⁶ を用い
た場合、重量が重くなり衛星搭載では問題となります。
軽量化のために多数の方形導波管の側壁を除去して平
行平板導波路としました。平行平板導波路は構造が簡
易ですが、所望の方向以外にも電磁波が伝搬しやすい
ため、不要な方向に電磁波が伝搬しないように、放射
スロットアンテナペアを電磁波の進行方向に垂直な方

向に対して密に配置しています。外部についても不要
な方向へ電磁波が放射しないように、平行平板導波路
内に誘電体ハニカムコアを充填しています。

• チョークフランジ構造の導入
　SAR 用アンテナでは広い観測幅のために細長い形
状が必要であり、複数枚の展開型アンテナパネルの構
成にします。隣接アンテナパネルには非接触で低損失
の導波管で給電する必要があり、アンテナ間の 2 つの
フランジの 1 つにチョーク構造を導入しています。複
数の方形平行平板スロットアレーアンテナへ給電可能
となるとともに、打ち上げ時には折り畳んで収納でき
ます。

将来性
　現在の構造では、1m 分解能を得るために 10GHz
帯において 300MHz の帯域を実現しています。図 2
にレーダ画像の一例を示します。図 2 のような明細な
画像を昼夜、天候によらず取得できます。
　分解能を上げるためには動作帯域を広げる必要があ
ります。その 1 つの方法として、図 1 の構造とは異な
る図 3 のような完全並列給電アンテナ［5］［6］を提案
しています。レイヤ 1 は積層薄板拡散接合により接合
されており、レイヤ 2 とレイヤ 3 はねじ止めで固定さ
れています。レイヤ 1 にある並列給電回路によりすべ
ての放射素子が同位相同振幅で励振され広帯域特性が
実現できます。
　図 3 の構造を 10GHz 帯に適用して帯域 1.2GHz、
分解能 25cm を得ることが期待されています。これが
実現できると、夜間でも衛星から人間を識別できるよ
うになります。現在商用で入手できる衛星光学画像の
最高分解能は 30cm ですが、晴れた昼間の観測に限ら
れます。分解能 25cm の SAR 観測が実現すると、従
来は分解能では光学画像が優れ、SAR は夜間悪天候

図 1　アンテナ構造

*³�隙間のあるフランジ間から電磁波が漏れないように、フランジ周囲に
設けた溝。

*⁴��ギリシャ文字のτ（タウ）の形状をした電力分配回路
*⁵断面が長方形をした金属管で、中を電磁波が伝搬する
*⁶�内部になにも充填されておらず中空になった導波管
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時に光学画像を補完するという位置付けが一変し、全
天候での準リアルタイムの SAR 観測が光学観測と同
等以上の分解能で可能となります。
　社会インフラ、国際物流の常時監視等への社会・経
済的効果があり、災害時モニター等により、福祉・安
全性・快適性などの向上にも貢献できます。地盤の変
動、森林・海洋状況の把握などの地球環境保護・保全
などの公益性も高いです。このような社会・経済的効
果および公益性を有する小型衛星搭載 SAR のキーデ
バイスである方形平行平板スロットアレーアンテナの

重要性は極めて高いと考えられます。
　本アンテナは、内部に導波管を埋め込んだパネル構
造です。このような構造の高機能パネルは、大量生産
に適しロケットへの収納性も高い次世代小型衛星形態
である平面状の Disk 衛星*⁷、太陽発電衛星の発送電
一体型パネルなどにも適用可能と考えられます。
　本アンテナ単体としてもレーダ用だけでなく通信用
等としても応用が可能です。高効率・広帯域・簡易構
造・軽量である特長を生かし、100GHz を超える周波
数での適用が考えられ、第 5 世代移動通信の次の世代
の方式への対応も高く期待できます。

謝辞
　本研究開発にあたり、ご協力をいただいている国立
研究開発法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所齋
藤宏文名誉教授、国立研究開発法人科学技術振興機
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図 3　完全並列給電アンテナ

*⁷��小型（数十cm 程度）平板状の衛星

図 2　レーダ画像 ( アメリカ南フロリダ )
（画像提供：株式会社 Synspective 

( 衛星 StriX- αにより 2021 年 2 月 8 日 12 時頃撮像））
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　　工学院電気電子系　廣川研究室
　

　廣川研究室には、2023 年 1 月現在、廣川二郎教授、戸村崇助教、秘書 1 名、研究員 2 名、博士課程学生 7 名、修士課程
学生 11 名、学部 4 年生 3 名がいます。「世界にない新しい構造の平面アンテナ」をキーワードとして研究を行っています。
方形平行平板スロットアレーアンテナ以外の主な研究テーマをいくつか簡単に説明します。

＜ポスト壁導波路＞
　図 4 のように金属膜付き誘電体基板に金属ポストを密に 2 列設けて構成した導波路で、
Substrate Integrated Waveguide あるいは Laminate Waveguide としても知られ
ています。本研究室は世界で先導した機関の 1 つです。現在ではミリ波帯導波路の代表
的な 1 つとして広く認知されています。

＜積層薄板拡散接合*⁸ 並列給電スロットアレーアンテナ ( 図 3 参照 ) ＞
　導波路パターンをエッチングした多数の金属薄板を積層し、真空下で加圧加温して電
気的接合を得る導波管アンテナ製作法です。金膜付きのシリコンウエハを用いて 350GHz
帯でも同様に製作できます。

＜任意数のアンテナ直交ビームを形成するビーム切替回路＞
　従来のビーム数が 2n に限られるバトラーマトリックス等と異なり、任意のビーム数を必要最小の回路層数で構成する回路を数値的に
設計する手法を示しました。図 5 に、従来のバトラーマトリックスと提案マトリックススの構造図を示します。8 ビームの場合、従来の
バトラーマトリックスの場合は 10 レイヤであるのに対し、提案マトリックスでは 8 レイヤとなり短縮化が実現できています。
　また、導波管 2 面結合器を提案し、2 次元ビーム切替一体回路構成により、従来の水平面と垂直面で個別に切り替える回路を縦続した
場合に比べ長さを半減できました。

廣川研究室の集合写真
（2022 年 10 月、筆者 2 列目中央）

*⁸��複数の金属薄板を積層し真空中で加圧加温すると、金属の原子が
拡散して接合する方式

図 4　ポスト壁導波路

図 5　提案マトリックスとバトラーマトリックス
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　Beyond 5G/6G から衛星通信まで、より高速・大
容量、低消費電力で環境にやさしい次世代無線通信シス
テムを実現するミリ波・テラヘルツ波 IC 技術開発の最
前線を紹介する。

次世代無線通信システムを支える
　最新ミリ波・テラヘルツ波IC技術

はじめに
　国内外で第 5 世代移動通信システム（5G）のサー
ビスが開始され、史上初めてミリ波帯を用いる大規模
商用サービスの利用が広がりを見せている。ミリ波帯
無線通信の更なる高度化が必要とされる一方で、早く
も 5G の先を見据えた Beyond 5G/6G 無線通信に関す
る研究が活発に行われている。より高速・大容量な無
線通信を実現するために、5G におけるミリ波帯より
もさらに 10 倍以上高い周波数帯であるテラヘルツ帯
の利用までが検討されている。
  一方で我々の子や孫、その先の世代の子供たちまで
持続的に豊かで安心して生活できる地球環境を守ると
同時に、経済や社会の成長を実現していくためには、
通信速度や容量の向上だけではない、地球に優しいグ
リーンな無線技術が必要である。
  本稿では、このような次世代の無線通信システムを
実現するための超高周波半導体集積回路（IC）技術
に関する東京工業大学工学院電気電子系岡田研究室で
の研究開発成果を紹介する。

5G 向けミリ波フェーズドアレイ無線機
　ミリ波帯は、これまで携帯電話等で利用されてきた
周波数帯に比べて非常に広い周波数帯域幅が利用でき
るため、超高速大容量の通信が可能になると期待され
ている。5G 用の周波数帯として、まずは 28GHz 帯や

39GHz 帯の利用が開始しているが、さらに高い周波
数の割当が合意されており、数百MHz から数 GHz も
の周波数帯域が利用できるようになる。
　その一方で、ミリ波帯の電波は伝搬損失が従来のマ
イクロ波帯の約 10 倍以上大きいという問題があり、
これを解決するために、複数のアンテナ素子を協調し
て動作させ、アンテナにおける電波の放射の指向性を
高め、なおかつ、その放射方向を電気的に制御するア
クティブフェーズドアレイアンテナ技術が盛んに研究
されている。
　フェーズドアレイ無線機はアンテナと同じ数のビー
ムフォーマで構成され、多数のビームフォーマを通る
信号の位相および振幅を制御することで、高い指向性
を持たせている。このようなビームフォーミングの技
術により、高速通信や通信距離の増大、さらには、不
要な干渉の低減による空間的な通信容量の増大を可能
にしている。
　一方で、それぞれのアンテナ素子から出力される信
号の位相や振幅強度の特性のわずかなばらつきは、こ
のビームフォーミングの効果を著しく低減することに
なる。これを防ぐには、特性のばらつきをきわめて低
く抑える必要があるが、ミリ波の帯域でこれを実用的
な低コストで実施するにはいわゆる補償技術の確立が
鍵となる。
　当研究室ではミリ波トランシーバーのビームフォー
ミングに必要となる信号の振幅や位相の検出・補償の

～ CMOS 半導体回路技術で拓く未来 ～

国立大学法人東京工業大学
工学院電気電子系　教授　
岡田 健一 

世界初 CMOS テラヘルツ帯フェーズドアレイ無線モジュール
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　もちろん別々のアンテナを用いれば、ミリ波帯でも
MIMO を利用することができるが、省面積化の観点
から、単一のアンテナでの偏波 MIMO を実現できる
技術の確立が望まれている。
　当研究室では、従来の回路方式で問題となっていた
偏波信号間の混信を無線機回路内で打ち消すことによ
り、信号品質を改善し、通信速度を向上させる新たな
回路方式の開発に成功した［2］。具体的には、信号漏
洩を検出する回路と、高精度補償を可能とするアク
ティブキャンセル回路を無線機内に内蔵することによ
り、偏波補償回路を実現した。
　この新しい回路方式を用いたフェーズドアレイ
無線機を、最小配線半ピッチ 65nm（ナノメート
ル）のシリコン CMOS プロセスで製作した。チップ
写真を図 2 に示す。水平偏波用に 4 系統分、垂直偏波
用に 4 系統分のトランシーバーを 4mm×4mm のチッ
プに集積した。本チップを WLCSP（Wafer Level 
Chip Size Package）技術によりパッケージングし、
表面にアレイアンテナを設けたプリント基板の裏面に
実装した。基板の写真を図 3 に示す。個々のアンテナ
素子には、それぞれ水平・垂直の 2 偏波分の信号線が
接続され、プリント基板全体では、合計 64 個のアン
テナ素子と、16 個の集積回路チップが実装されてい
る。
　電波暗室内でこのフェーズドアレイ無線モジュー
ル 2 台を対向させ、開発した偏波補償回路を動作
させて実際にデータ伝送試験を実施した。その結
果、偏波補償回路の動作により、偏波間信号漏洩は
–15dB から–41dB に改善されたことが明らかとなっ

方式および回路を新たに提案し、トランシーバーの試
作、実証に成功した［1］。4 系統のフェーズドアレイ
無線機を搭載した無線送受信チップを最小配線半ピッ
チ 65nm（ナノメートル）のシリコン CMOS プロセス
で試作した。図 1 左上部にチップ写真を示す。チップ
サイズは 3mm×4mm である。本チップは、39GHz
帯で 15.5dBm の飽和出力電力を有する。
　本チップを図 1 右部に示す評価基板に 16 チップ実
装し、64 素子のフェーズドアレイを構成した。実際
に電波暗室内で、1m の距離を隔てて 2 台のモジュー
ルを対向させ、開発した補償回路を動作させてデータ
伝送試験を実施した結果、補償回路の実力は位相で
0.08 度、振幅で 0.04dB と極めて優れた特性を示し、
各アンテナの位相振幅を制御することにより、電波の
放射方向を 0.1 度の精度で調整できた。消費電力は 1
チップあたり送信時 1.5W、受信時 0.5W である。

偏波 MIMO 対応ミリ波フェーズドアレイ無線機
　フェーズドアレイを用いて無線通信を高速化する技
術として MIMO（Multiple Input Multiple Output）
がよく知られているが、ミリ波帯においては送受のア
ンテナ間に遮蔽物のない見通し通信を行う必要がある
ため、従来のマイクロ波帯の MIMO 技術をそのまま
適用することは難しい。そのため、ミリ波帯において
は偏波を用いて見通し間で MIMO 通信を実現する偏
波 MIMO の技術が注目されてきた。
　偏波 MIMO では、一つのアンテナで水平と垂直の
直交する二つの偏波信号を発生させる。しかしながら、
単一のアンテナから異なる二つの信号を放射するため
に両者の分離が難しく、また集積回路チップ内やプリ
ント基板上の配線でも信号が混信する可能性がある。
特に周波数帯域幅が広くなるほど混信を防ぐのが困難
となる。従来の回路方式ではこのような混信による信
号品質劣化から 64QAM 変調での偏波 MIMO 通信が
限界であった。

図 1　5G 向け 39GHz 帯フェーズドアレイ無線機

図 2　偏波 MIMO 対応フェーズドアレイ無線機
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た。従来技術では、偏波間の信号漏洩のため、28GHz
帯に割り当てられている 400MHz 帯域幅を用いて
256QAM の偏波 MIMO 通信を行うことができなかっ
たが、今回開発した回路によって補償することで、
256QAM による偏波 MIMO での通信に世界で初めて
成功した。

6G 向けテラヘルツ無線システム
　6G ではさらなる通信速度向上のために、5G におけ
るミリ波帯よりも 10 倍以上高い周波数帯であるテラ
ヘルツ帯を用いることが検討されているが、テラヘル
ツ帯では通信距離の確保がさらに難しくなる。通信に
用いる搬送波周波数が高くなるほど、単一のアンテナ
による通信可能な距離が周波数に反比例して短くなる
ためである。
　そのため、ミリ波帯と同様フェーズドアレイ技術に
よる通信距離の増大が期待されるが、フェーズドアレ
イでは周波数に比例して高密度にアンテナと送受信機
を並べる必要があり、波長の短いテラヘルツ帯におい
ては容易でない。個々のアンテナは半波長ピッチでア
レイ状に配置する必要があるが、28GHz 帯であれば
5.4mm程度のピッチが300GHz帯では0.5mmとなり、
非常に高密度な配置が要求される。そのため、テラヘ

ルツ帯ではこれまでアクティブフェーズドアレイ技術
による通信機は実現されていなかった。
　当研究室では、アンテナの配置方法の工夫と、新た
に考案した CMOS フェーズドアレイ IC による高密
度化により、テラヘルツ帯でのフェーズドアレイ無線
機を実現した［3］。具体的には双方向回路により、同
じ回路を送信にも受信にも切り替えて利用できるよう
にして回路を半減、チップを小型化した。さらにサブ
ハーモニック型のミキサにより、双方向動作を実現し
た。フェーズドアレイでは、送受信する信号の位相制
御が必要であるが、テラヘルツ帯でも広帯域動作が可
能な LO 移相方式*¹ を用い、双方向増幅器を分布型
とすることで広帯域化を図った。送受信機全体として
38GHz の非常に広い変調帯域が実現できた。
　このテラヘルツ帯でのフェーズドアレイ無線機 IC
も最小配線半ピッチ 65nm（ナノメートル）のシリコ
ン CMOS プロセスで製作した。チップ写真を図 4 に
示す。チップサイズは 1.70mm×2.45mm と小さい。
　特殊な製造技術を利用せず、安価で量産を可能とす
るために、現状の 5G と同じくプリント基板上にテラ
ヘルツ帯フェーズドアレイを構成する方法を考案した

（タイトルの図）。液晶ポリマー基板上の銅箔にアンテ
ナパターンを形成し、薄化した図 3 のチップを実装し
たものを 4 層積層することでフェーズドアレイアンテ
ナを構成した。IC に搭載した制御回路から移相器を
操作し、アンテナ放射パターンを測定したところ、位
相の設定値にあわせてビームステアリングできている
ことが確認できた。消費電力は送信時・受信時ともに
0.75W である。
　本研究成果によりテラヘルツ帯でもアクティブ

図 4　テラヘルツフェーズドアレイ無線機のチップ写真

図 3　64 アンテナ素子搭載プリント基板

*¹��搬送波となる局部発振器（LO）の信号の位相を変化させる LO 移相
器を用いた移相方式。今回この LO 移相器を 4 逓倍器に前置するこ
とで、線形な移相特性を実現した。



25

特集：東京工業大学 //ブルーオーシャンICT

電波技術協会報 FORN － 2023.  3 No.351

フェーズドアレイの利用が可能となった。アレイ数を
増やすことにより通信距離を比例して伸ばすことがで
きるので、テラヘルツ帯の無線通信で問題となってい
た通信距離の問題が解決できる。これまでのテラヘル
ツ帯無線通信では指向性アンテナが用いられてきた
が、今後はミリ波帯同様にアクティブフェーズドアレ
イによるものが主流になっていくと考えられる。

超小型衛星搭載向け無線機
　当研究室では、東京工業大学白根篤史准教授と協力
し、無線通信のカバレッジを現在よりもさらに拡張し、
宇宙まで展開するための無線通信向け集積回路［4］
や、カーボンニュートラル時代を切り拓く無線電力伝
送を利用した電源を必要としない無線機の研究も行っ
ている。宇宙で大きく展開する膜面上でのフェーズド
アレイ無線機［4］や、無線電力伝送により電源不要
で動作可能なミリ波帯5G中継無線機等の研究開発［5］
に成功している。

おわりに
　次世代の無線通信システムを実現するための超高
周波半導体集積回路（IC）技術について紹介した。

特殊な材料や工法は使用せず、安価で大量生産が可
能な CMOS 半導体技術と基板技術を用い、システ
ム・高周波回路設計技術を駆使して今後期待の高まる
Beyond 5G/6G や衛星通信実現にむけた様々な課題解
決を目指している。通信速度や容量の向上のみに目を
向けるのではなく、低消費電力化によるエネルギー効
率向上や原材料消費等地球環境への影響にも十分考慮
し、地球に優しいグリーンな無線機の進化に貢献して
いきたい。

　　工学院電気電子系　岡田研究室

　岡田研究室では、「RF・アナログ ･ デジタル混載集積回路設計」に関する研究開発を行っています。微細 CMOS を用
いたアナログ・デジタル混載システムおよび超高速無線通信システムの可能性の追求に主眼を置き、 回路からシステムま
での幅の広い取り組みを通じて、世界最高性能を目指すとともに技術の体系化と実用化を図ります。
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はじめに
　今から 10 年後、2030 年代の未来を想像してみたい。
Society 5.0 と言われ始めて久しいが、実際にサイバー
とフィジカルが融合する生活が送れているだろうか？
あらゆる身近な端末が、6G 無線通信などを介してネッ
トワークに繋がれ、情報をやり取りする。そして、
AR、VR 技術が手軽に利用でき実際には体験できな
いことも体験できる。そのような未来であろうか。そ
のような社会の実現で、何がうれしいのか考えたとき
に、筆者は、個人が必要な時に、どこでも、「自分用
にカスタマイズ」された情報をオンデマンドでもらえ、
利用でき、逆に発信できることだと考えている。ブロー
ドキャストや同じ情報をオンデマンドで受け取るので
はなく、個人の多様性に合わせることができ、皆が生
きやすいと感じられる社会ということである。
　さて、そのようなことが、今の技術でできるのかと
言われれば、答えは NO である。光ファイバ有線通信、
無線通信、そしてコンピューティングの処理速度のど
れをとっても、理想のシステムスペックを実現するた
めには、まだ一段二段の研究開発が必要であり、世界
中の大学を含む研究機関・企業がこれに取り組んでい
る。特にコンピューティングは、もちろん個々のサー
バの処理速度を上げることは重要であるが、それに伴
いどうしても消費電力は上昇していく。それを束ねる
データセンタ（以下、DC）の消費電力も増大していき、
将来的には大規模 DC を建造すれば、その横に発電所
を作らなければいけないといった話もある。これを解
決するためには、DC を構成するデバイス、そしてネッ

トワークの低消費電力化を行うとともに、DC を地域
に分散化することによる、エネルギー使用を平準化も
必要となる。また、分散化は、よりユーザーに近いと
ころに DC が配置されることになるため、ユーザーと
DC 間の遅延を低減することにも繋がる。しかしなが
ら、大規模 DC を分散化し、それらを繋いで一つの処
理、いわゆる分散コンピューティングを行おうとする
と別の問題が生じる。
　ひとつは、接続ネットワークの遅延。一般的には最
下層のレイヤーで 10 ミリ秒が基準とされる。また、
それぞれのサーバリソースに対する適切なタスクの配
置が間違えば「待ち」が発生する問題も存在する。こ
れらをネットワークとトランシーバの両面から解決し
ていくのが、我々の研究開発の目的であり、これを実
現するために、我々、東工大のグループとともに、技
術研究組合光電子融合基盤研究所（通称 PETRA：プ
ロジェクトの参加主要メンバーは、住友電工および富
士通）、産総研、光産業技術振興協会、東大、慶応大、
北大でチームを組み取り組んでおり、今後コンピュー
ティングミドルウェアのメンバーも加わる予定である

［1］。本稿では、プロジェクトの概要を述べた後、主
に我々の研究室で行っている、光トランシーバ用光集
積回路について述べていく。

次世代分散コンピューティングのための必要技術
　図 1 には、プロジェクトの構成要素を図示している。
ネットワークにおいては、「多方路エラステックネッ

国立大学法人東京工業大学
工学院電気電子系　教授  
技術研究組合光電子融合基盤研究所　
異種材料集積デバイス・分散コンピューティング研究開発本部　本部長
西山 伸彦

　2030 年代、個人のためにカスタマイズされたオンデマンド
データを、いつでもどこでも得られる時代が来る。
　そのための分散コンピューティング技術実現に向けた超広
帯域光トランシーバ用光集積回路技術研究の現状を概説する。

次世代分散コンピューティング技術に向けた超広帯域
光トランシーバ用光集積回路の研究開発

光集積回路で利用される半導体異種材料集積技術で作った
東工大シンボルマーク

～ 2030 年代の多様性のある社会に向けて。
いつでもどこでも「じぶん情報」収集を支える最新集積回路研究 ～
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トワークアーキテクチャ」と呼んでいる構成をとって
いる。これは、各計算ノードのリソースを制御プレー
ンが監視し、余裕がある計算ノードにタスクを多く割
り振り、余裕のないノードには、少なく割り振ること
により、待ち行列を最も短くする。そのような制御ア
ルゴリズムを開発するとともに、トランシーバに対し
ても新たな性能を必要とする。このネットワークにお
いて必要なのは、伝送帯域が可変可能な光トランシー
バであり、我々が実現しようとしている光トランシー
バは、波長別に基本データ粒度を割り当てることに
よって、それを可能とする。また、低い伝送レートで
データを送信しているときに、同じ消費電力であれば、
電力効率が悪化するため、伝送レートに応じて電力も
変化するようにする必要がある。トランシーバ全体の
伝送帯域としては、現在の数十倍となる毎秒 10 テラ
ビットを目標としている。
　ただし、このような伝送速度を実現したときに、単
に現状の毎秒 200 ギガビットトランシーバやその技術
の延長を行っても、トランシーバ一個当たり kW レ
ベルの消費電力となり、そもそも 100W 以下でなけ
ればサーバ内で電力を供給できないので、実現不可能
である。そのため、トランシーバの構成そのものを大
きく変更すること、光素子の高性能化・集積化を進め
ることで、ドラスティックに消費電力を低減すること
が求められる。前者は、現時点のトランシーバは、デ
ジタルシグナルプロセッサ（DSP）電子回路に負荷を
かけ、様々なネットワーク上の劣化を補償している。
また、デジタル信号をアナログドライバで光素子に合
わせた信号に変換をし、光素子を駆動している。これ
らによって電子回路において大きな消費電力を必要と
しているが、電子回路と光集積回路を一体設計するこ
とによって、電子回路の機能を光集積回路に譲り渡す
ことや、一部の機能を省略することが可能となる。例

えば、上述したデジタル信号で直接光集積回路上の光
変調器を駆動することにより、アナログドライバを不
要とすることが可能となる［2］。光集積回路の必要性
については、次節で述べる。
 

異種材料集積技術と光回路
　光集積回路は、電子集積回路と同じく、複数の素子
が一つのチップに集積されている。ただし、一つ一つ
の素子の大きさが様々で、揃ってはおらず、屈折率も
信号の波長を決める重要な要素のため、一般的には温
度安定性の優れた場所に設置される必要がある（つま
り温度制御器の上に導入する）。ここで、光集積回路
化すると、従来個別に温度制御器の上に形成されてい
たものが、一つの温度制御器でよいため、大幅に消費
電力が下がる。また、光の結合損失も低減されるため、
そもそも必要なエネルギーが低減される上、アセンブ
リのコストも不要となる。
　光集積回路のコンセプト自体は、1960 年代から提
案されていたが［3］、技術的な問題や、それほど実
現要求が強くなかったこともあり、しばらくは大き
な進捗はなかった。しかしながら、その必要性とと
もに、電子回路と同じくシリコン基板上（実際は SOI

（Silicon-on-Insulator）基板）に大規模な光集積回路
を形成可能な「シリコンフォトニクス」と呼ばれる技
術の出現により、大きく様相が変わり、一部ではすで
に実用化されている。ただし、このシリコンフォトニ
クスは問題がある。レーザや光増幅器のコアとなる光
利得を持ちうる材料が形成できないのである。これは、
シリコンが本質的に間接遷移半導体という発光しにく
い材料であることに起因する。もちろんこれを解決す
るための研究もおこなわれているが、より実用化の近
い方法として、直接遷移半導体である III-V 族化合物
半導体をシリコン上に形成することである。シリコン
と III-V 族半導体は、大きく結晶の性質（結晶格子の
大きさ）が異なるため、直接的に結晶成長は困難であ
り、異種材料直接接合という新たな方法を用いる必要
がある。
　異種材料直接接合は、その名の通り、異なる材料を、
糊剤を利用せず直接接合する方法である。主に二つの
方法があり、一つは、半導体表面を親水化する（表面
において水がはじかない状態）ことにより、水分子を
介した弱い結合を形成しておき、その後、高温にさら
すことによって水を脱離させ、残った酸素を介した強
固な結合を作る方法である。もう一つは、高真空状態
において、プラズマや原子ビームを照射し、表面の結図１　プロジェクト概要
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合手をむき出しにし、エネルギー活性な状態にして、
他の基板を接合する方法である。これによって原子は
安定を求めるため、お互いに結合することになる。筆
者の研究室は両方の技術を有し、材料やアプリケーショ
ンによって使い分けている。図 2 には、接合した半導
体の接合界面電子顕微鏡写真を示す［4］。このように、
薄いアモルファス層（結晶のように原子が秩序よく並
んでおらず配列されている状態）を介して、接合され
ていることがわかる。本稿冒頭の写真にもこのような
技術を利用して本学のロゴを形成した写真を示してい
るが、このように自在に接合が可能である。一般的な
結晶成長と異なり、二つの基板で結晶の格子が大きく
違っても、歪は蓄積しないことが確認されている。接
合後、III-V 族半導体側の基板を取り除いてしまえば、
見た目は全く通常の半導体基板と変わらないハイブ
リッド基板が完成する。これを加工していけば、シリ
コン基板上にすべての光素子要素が形成可能となる。
　このようなハイブリッド基板によって、III-V 族半
導体による光利得の生成と、シリコンによる高精度な
加工精度を利用した均一大規模導波路が可能となり、
光機能回路で必要となる光源、受光器、増幅器、フィ
ルタ等能動素子のすべてがワン
チップ上に形成可能となる。利
得素子が必要な部分だけ III-V
族半導体を残し、その他はシリ
コン導波路のみとしている。プ
ロセス自身は、上述素子を一括
して作製を行うが、光学的には
大きく異なる場合もあるので、
その場合の光結合を設計に取り
入れる必要がある。図 3 には、
III-V 族半導体とシリコンが接合
されたハイブリッド領域との結

合部の電子顕微鏡写真を示す［5］。このように、徐々
に幅が変わっていくテーパー構造を導入し、断熱的に
光の導波路内電界形状を変形していくことにより、接
続面での反射や散乱を抑制し、高効率な結合を実現し
ている。2 段階のテーパー構造を利用し、結合効率の
波長依存性や効率を向上していることが特長である。
図 4 には、この構造を利用して作製した、波長可変レー
ザの波長可変特性を示している［6］。波長可変レーザ
は、光利得を有するハイブリッド部の前後に、シリコ
ン導波路によるリング共振器や、ループミラーと呼ば
れるループして光が戻ることで高い反射率を持つミ
ラー構造を有している。リング共振器は、前後で微妙
に異なるリング半径を有し、異なる波長間隔でフィル
タ特性を示す（透過特性は、リング円周長に反比例す
る）。そのリング共振器の上部にマイクロヒーター（薄
い金属配線）を付け、電流を流すと発熱し、屈折率が
変わる＝フィルタ波長が変わる。二つのリングのフィ
ルタ波長が一致するところ（バーニア効果：ノギスを
想像していただければいい）で強いフィルタ効果を示
すので、そこで発振する。また、広い波長掃引が可能

図 2　ハイブリッド基板接合界面の電子顕微鏡写真［4］
光集積回路内素子の特性例

図 3　ハイブリッド素子テーパー部の電子顕微鏡写真［5］

図 4　ハイブリッド波長可変レーザのスペクトル［6］
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　　工学院電気電子系　西山研究室 　　
　

　西山研究室は、東京工業大学大岡山キャンパスに位置し、光エレクトロニクスに関する多くの研究を行っている。微
細加工技術と異種材料集積技術をコア技術に、半導体レーザや光集積回路を結晶成長からアプリケーション測定まで一
気通貫で研究できることが特長である。研究室としてのライフワークは、「異種材料集積と異種機能集積」を軸に、光・
電波・電子のシームレスな融合と、究極
の半導体レーザの実現である。これの元
に、今回紹介した光集積回路だけでは
なく、LSI 上光インターコネクション回
路、光ニューラルネットワーク、光集積
量子センサなど、多くの研究を行ってい
る。また、大学の役割として「研究者の
楽園をつくる」をモットーに、共同研究
などを積極的に受け入れ、企業研究者を
含め、やりたいことができる環境を心が
けている。施設としては、文部科学省マ
テリアル先端リサーチインフラの拠点の
一つとして主にクリーンルーム設備共用
化を行っており、他大学、企業ユーザも
使用可能であるので興味がある方はコン
タクトしていただきたい。（http://www.
pe.titech.ac.jp/qnerc/nano_support/index-j.
html）

となる。これにより 50nm 以上の波長可変帯域で、主
発振波長に対して他の波長の強度が 1/10000 以下とい
う純度の高い光源が実用可能である。これは一例であ
るが、この組み合わせを変えることで、多様な機能を
ワンチップで実現できる。実際に筆者らは、ワンチッ
プ上にこのような波長可変レーザとともに、光増幅器
や光受光器などを一括集積した集積回路を作製してい
る。このような方法で作製された素子に対して信頼性
に関する疑問を聞かれることもあるが、現在共同研究
先企業で調査が行われ、良好な特性が得られている。
今回は、III-V 族半導体とシリコンの異種材料接合に
ついて述べたが、同様の接合方法によって、ガーネッ
ト基板を接合することによって、光が一方向にしか進
まない光アイソレータも同じく東工大の庄司研究室で
実現されており、今後も様々な材料への本技術の利用
が予想される。

まとめ
　本稿では、次世代分散コンピューティング技術に向
けた超広帯域光トランシーバ用光集積回路の研究開発
について、その一部を述べた。本稿では深く述べなかっ

研究室集合写真（2022 年夏撮影）。筆者は 2 列目真中

たが、前述したトランシーバアーキテクチャ、ネット
ワークアーキテクチャについても多くの新たな知見が
得られ始めており、超広帯域光トランシーバの実現が
近づいている。
　 今 回 紹 介 し た 接 合 技 術 や 光 集 積 回 路 技 術 は、
LiDAR 用光集積回路など、様々なアプリケーション
に適用可能であり、今後も幅広く用いられ、人々の生
活を豊かにしていくものと期待している。

謝辞
　本研究で紹介した成果の一部は、新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）（JPNP16007）の支援
を得た。
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東工大スマートモビリティ研究教育フィールドを活用した
自動運転を支える通信技術の研究開発

　東京工業大学大岡山キャンパスで展開されているスマー
トモビリティ教育研究フィールドを紹介する。本フィール
ドでは、学生を含む共同研究チームが、自動運転を支える
最先端技術のイノベーションを目指して研究を行っている。

国立大学法人東京工業大学
超スマート社会卓越教育院　特任准教授
Yu Tao
超スマート社会推進コンソーシアム事務局 　工学院特任教授　
福田 英輔  
超スマート社会卓越教育院　教授
阪口 啓

自動運転を支える無線通信
　自動運転は近年急速に発展している分野である。特
に機械学習、センサー、無線通信、高精度 3D 地図な
どの技術の進歩により、自動車が人間の介入なしに複
雑な運転タスクを実行することが可能になった。自動
運転開発の主な原動力のひとつは、交通安全の向上が
期待できることである。交通事故はヒューマンエラー
が大きな原因となっているが、自動運転システムは、
ドライバーの要因によって引き起こされる事故の数を
大幅に減らすことができる。また、より効率的で便利
な交通手段への要求が高まっていることも重要な要因
である。自動運転車は、交通の流れを大きく改善し、
渋滞を緩和する可能性があるほか、高齢者や障害者な
ど運転ができない人たちにも移動の選択肢を提供する
ことができる。しかし、自動運転の信頼性と安全性を
確保するために、センシングシステムを 1 台の自動運
転車から複数のコネクテッドカーや路側機に拡張す
ることによる協調的知覚や、高精度ダイナミック 3D
マップのリアルタイム配信などの技術課題もある。
　無線通信も近年急速な発展を遂げている分野であ
り、特に 5G 技術の開発によって大きな進展があった。
5G（第 5 世代移動通信システム）は、従来の無線技
術と比較して、高速・低遅延・大容量通信を実現する。
そのため、車両とインフラと、車両と車両などのリア
ルタイム通信が必要な自動運転に適している。自動運
転の主な課題の一つは、自動運転車が環境を確実か
つ正確に把握することである。5G などの無線通信は、

車両と環境との間でリアルタイムにデータを交換する
ための高速かつ低遅延の接続性を提供することで、こ
の問題の解決にも貢献する。例えば、5G 技術を搭載
した車両は、道路標識や信号機からリアルタイムの更
新情報を受け取ることができ、情報に基づいた判断を
行い、道路状況の変化により迅速に対応できるように
なる。車両と環境との通信をサポートするだけでなく、
無線通信は、車両とインフラ側の路側機、交通管理セ
ンター、緊急サービスなどの他の機器やシステムとの
通信を可能にする V2X（Vehicle-to-Everything）通
信の発展もサポートすることが可能である。これは、
交通の流れや安全性の向上に役立つだけでなく、自動
運転車の性能をさらに向上させるために使用できる貴
重なデータを提供することができる。

東工大スマートモビリティ教育研究フィールド 
　東京工業大学超スマート社会卓越教育院は、完全自
動運転の実現を支える無線通信の研究、自動運転を活
用するスマートモビリティサービスの創造、およびそ
れをリードする人材の育成を推進するため、東京工業
大学大岡山キャンパス内に「スマートモビリティ教育
研究フィールド」を構築した。その全体構成を図 1 に
示す。本フィールドにおいて、学生を含む共同研究チー
ムが、自動運転を支える無線通信技術を含む最先端
技術のイノベーションを目指して研究を行っている。
フィールド内には、以下のものが用意されている。

実験中に東工大大岡山キャンパス内を走行している自動運転車の様子
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　無線通信インフラ：
　本フィールドに構築した V2X 通信システムは、従
来の低い周波数帯の 760MHz 帯 DSRC（Dedicated 
Short Range Communication）、及び 5.6GHz/2.4GHz
帯無線 LAN だけでなく、60GHz 帯の IEEE802.11ad

（bd）を採用したミリ波 V2X が導入されている。特
にミリ波 V2X を用いることで超高速・低遅延の狭域
通信が可能になり、リアルタイムな協調認知などが実
現できる。また、キャンパス内には SDVN（Software 
Defined Vehicular Network）のオーケストレータが
導入されており、どのセンサデータをどの V2X を介
してどの車両に伝送するかを制御することが可能に
なっている。

　自動運転車両：
　本フィールドにおいて用意されている 2 台の自
動運転車両は、自己位置推定・地図構築（SLAM：
Simultaneous Localization and Mapping）のための複
数台の LiDAR（Light Detection & Ranging）と、車
線や標識や車両周りの環境を認識するカメラなどの
センサが設置されている。自動運転の制御には、ロ
ボ ッ ト オ ペ レ ー テ ィ ン グ シ ス テ ム（ROS：Robot 

Operating System）および Autoware を用いている。
また、自動運転及びデジタルツインに用いられる大岡
山キャンパスの PC（Point Cloud）マップ、ベクトル
マップ、高精細 3D モデルが用意されている。

　路側機：
　次世代高度道路交通システム（ITS： Intelligent 
Transportation System）に提供する路側帯（RSU：
Road Side Unit）はキャンパス内に 4 台設置されてお
り、超高精細な LiDAR と夜間の監視も可能なカメラ、
V2X 通信システム、および小型 GPU サーバが設置さ
れている。RSU は、キャンパス内の交差点に設置さ
れており、LiDAR とカメラのデータおよび物体認識
の結果を V2X を介して自動運転車両の車載器（OBU：
On-board Unit）に低遅延で伝送することにより交差
点の安全性を高めることができる。

スマートモビリティ教育研究フィールドを活用
した自動運転を支える無線通信の研究
　スマートモビリティ教育研究フィールドを活用した
自動運転を支える無線通信の研究開発の例を紹介する。

図 1　東工大スマートモビリティ教育研究フィールド
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❶車間干渉に対して ZigZag アンテナ配置による高
い通信速度（1Gbps 以上）を実現

　本フィールドでは、60GHz 帯のミリ波 V2X 通信に
関する研究開発や実証実験が行われてきた。ミリ波帯
を用いることで 1Gbps を超える超高速低遅延通信が
可能になるが、一方で遮蔽によるブロッキングが大き
な課題になる。しかし V2X 通信では、車両間での中
継通信を導入することで、このデメリットをメリット
に変えることができる。ミリ波は遮蔽され易い、すな
わち遮蔽している車両の後ろ側に回り込まないため、
前方車両または路側帯と自車間、そして自車と後続車
両間で同一のミリ波チャネルを用いて同時に通信する
ことができる。実際に図 2 に示す様に本フィールドに
おいて実験を行なったところ、複数車両間で同一のミ
リ波チャネルを用いて同時に通信を行なったとしても
1Gbps を超えるスループットを全ての車両間で実現
できることが明らかになっている。

❷デジタルツインで最適な自動運転車のカーシェアリ
ングを実現
　本フィールドでは、将来のスマートモビリティサー
ビスの研究開発も行われている。そのために重要な役
割を果たすのがデジタルツイン（DT：Digital Twin）
である。DT は、現実空間の状況を仮想空間に再現し、
仮想空間上で解析及び未来を予測することで、現実空
間の全体最適化を実現する技術である。この DT によ
り、複数台の自動運転車両を用いた公共交通システム
やフリーフローティング方式のカーシェアリング及び
物流などにおける最適配送システムが実現される。本
フィールドには、DT の機能を検証するための小型の
移動ロボットを用いた屋内の実証フィールドも用意さ
れている。実際に図 3 に示す屋内検証フィールドで実
験を行なったところ、3 台の自動運転移動ロボットを

用いたフリーフローティング方式のカーシェアリング
サービスは、従来のシングルデポ方式のカーシェアリ
ングに比べて配送効率を 2 倍以上に改善することが明
らかになっている。

❸ミリ波 V2X による HD 映像と LiDAR 点群共有で
安全な自動運転のための協調認識を実現
　本フィールドでは、路側帯に設置された LiDAR や
カメラのデータを、ミリ波 V2X を介してリアルタイ

図 3　ミリ波 V2X 通信による死角画像情報を車へ提供

図 4　ミリ波 V2X 通信による死角画像情報を車へ提供

図 2　ZigZag アンテナ配置
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ムに自動運転車両に伝送する協調認知の実証実験を
行っている。また複数の路側帯間をミリ波 V2X を用
いて接続することで、路側帯を介した中継通信も実現
できる環境が構築されている。さらに SDVN オーケ
ストレータを用いることで、ミリ波中継通信の経路を
リアルタイムに制御することができる。実際に図 4 に
示す様に本フィールドで実験を行なったところ、自動
運転車の走行ルート上の複数の路側帯の点群データを
リアルタイムに収集し、3D マップにフュージョンで
きていることが分かる。

❹ユーザーインターフェースとして AR グラスを用い
た死角透視
　協調認知技術は、AR グラスを活用することで、未
来の自動運転車だけでなく、現在の人が運転する車や
自転車および歩行者の安全性向上にも役立ちる。すな
わち、路側帯のカメラのデータをリアルタイムに AR
グラスに伝送し、座標を合わせて重畳することで死角
透視が可能になる。自転車や歩行者の場合は、小型軽

量な AR グラスが開発されることが前提になるが、自
動車の場合はフロントガラスに重畳することもでき
る。本フィールドでは、路側帯に設置された LiDAR
とカメラのデータを、ミリ波 V2X を介してリアルタ
イムに自動車に伝送し、点群データの位置にカメラの
色情報を貼り付け、レンダリングの後に AR グラスに
重畳する実証実験を行っている。実際に図 5 に示す様
に本フィールドで実験を行なったところ、建物の裏側
にいる歩行者を透視できていることが分かる。

 
まとめ 
　東工大大岡山キャンパスに構築されたスマートモビ
リティ教育研究フィールドと、それを活用した自動運
転を支える無線通信に関する研究の例を紹介した。本
フィールドでは、次世代 ITS を構築し、圧倒的に安
全で飛躍的に効率の高い社会の創造に取り組んでいる
ことをご理解頂けたものと考えている。

図 5　AR グラスを用いた死角透視
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駿河湾スマートオーシャン計画と通信インフラ

　海洋が抱える様々な課題をサイバー・フィジカルの高度
な連携で解決し、超スマートなオーシャンの実現を目指す
活動を紹介する。

国立大学法人東京工業大学
超スマート社会卓越教育院　特任専門員　渡邉 文夫
超スマート社会卓越教育院　教授　阪口 啓

超スマート社会
　平成 28 年 1 月に閣議決定された科学技術基本計画

［1］では、未来の産業創造と社会変革に向けた新たな
価値創出の取組として、世界に先駆けた「超スマート
社会（Society 5.0）」の実現が提言された。工業社会

（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続き、サイバー
空間とフィジカル空間を高度に融合させたシステムに
より、経済発展と社会的課題の解決を両立させる人間
中心の社会を目指している。
　東京工業大学では、民間企業、政府系団体、アカデ
ミアなど多様な職種・業種が連携して超スマート社会を
実現していくことを目的として、超スマート社会推進
コンソーシアム（SSS コンソーシアム）を 2018 年に立ち
上げた［2］。さらに、サイバー・フィジカルの統合に加
え、量子科学や人工知能などの最先端の科学技術を融合
できる知のプロフェッショナルを育成することを目的と
して、文部科学省の卓越大学院プログラムとして、超ス
マート社会卓越教育プログラムを 2020 年に設立した。
教育研究フィールドとして、オープンなイノベーション
プラットフォームを図 1 に示すような 7 つの分野で構築
して、学内外が連携した活動を推進している。
　本稿では、Society 5.0 の新たな分野として海洋の
スマート化に向けた活動を概観する。

海洋を取り巻く社会課題
　持続可能な開発目標 SDGs では、目標 14 として「海
の豊かさを守ろう」が掲げられている。そのターゲッ
トには、海洋が抱える課題が明記されている。海洋ご
みや富栄養化など海洋汚染、生態系の管理や保護、海
洋酸性化、水産資源の科学的管理、沿岸域の保全、魚
の乱獲、養殖や観光など海洋資源の持続的利用など多
岐にわたる。
　2021 年 10 月に国がまとめた「デジタル田園都市国
家総合戦略」では、デジタル基盤の整備、デジタル人
材の育成・確保、誰一人取り残されないための取り組
みを通じて、地方の様々な社会課題解決を目指した戦
略を示している［3］。地方都市や中山間地域を典型モ
デルとして重点的取り組みが開始されているが、「全
国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」と言う
目標とビジョンは、海洋・海岸・港湾と言った領域で
も共通するものであり、「海洋版デジタル田園都市」
は海に囲まれた日本では今後ハイライトされていくべ
き分野と言える。
　海洋に関連する社会課題は、表 1 に例示すように
多岐にわたる。これらの課題は相互に密接に関係し

て い る。 課 題
を 賢 く 解 決 し
て、 持 続 的 で
よ り 人 間 ら し
い 生 活 環 境 と
経 済 性 の 高 い
産 業 を 創 出 し
て い く こ と が
ス マ ー ト オ ー
シ ャ ン で あ る
と言える。

葛飾北斎　　東海道江尻田子の浦略圖

図 1　超スマート社会教育研究フィールド
　－オープンイノベーションプラットフォームー

表 1　海洋に関連する社会課題の例
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駿河湾スマートオーシャン構想
　デジタル田園都市構想［3］を海洋にまで拡張する
検討を推進すべく、駿河湾スマートオーシャン議員連
盟が 2022 年 1 月に設立された［4］。清水港（静岡県）
を中核に験河湾・遠州灘一帯へ世界から人・情報・科
学技術を集め、国際的な海洋研究・教育文化拠点を創
出することを目的としている。
　駿河湾は、2,500m の深海まである日本一深い湾で
あり、60km ほどの範囲に表層水、黒潮系・亜寒帯系・
太平洋系海洋深層水と言う多様な海水が存在してい
る。生物の多様性は勿論のこと、食品や医薬品など産
業利用にも活用される恵み深い湾である。年間 25 億
トンもの富士山の降雪雨により、大量の地下水が地表
や海底に湧き出ていることも特徴である。
　マグロの水揚げやオートバイやプラモデルの輸出量
が日本一である清水港が駿河湾の産業と物流の中心的
拠点となっている。さらに、葛飾北斎の富嶽三十六景
のなかの「東海道江尻田子の浦略圖」を引用するまで
もなく、世界文化遺産にも登録された富士山や三保の
松原など素晴らしい観光資源を有している。
　これらの特徴的な要素が多くある駿河湾は、海その
もののスマート化と港湾都市機能とサービスを効率
化・高度化して快適性や利便性を生み出す新たな価値
創造を目指す「スマートオーシャン」のモデル地域と
して好適と言える。そのような背景から、2022 年 4
月に第 1 回スルガベイスマートオーシャン・シンポジ
ウム［5］が開催されるなど、プロジェクトの具体化
に向けて検討が進められている。SSS コンソーシアム
は 2021 年 6 月からスマートオーシャンに向けた教育
研究フィールドを立ち上げるべく準備を進めていたこ
と も あ り、 地 元
と連携して推進
主体となった。
　駿河湾の多様
なアセットを考
慮すると、スマー
トオーシャンに
向けて様々な活
動が期待される

（表 2）。駿河湾と
言う好適なモデ
ル地域で様々な
アクションプラ
ンが今後実施さ
れていくことが

期待される。これらのアクションは相互に密接に関係
しあうので、有機的連携を図りシームレスに社会実装
することがスマートオーシャンの目指す姿と言える。
　海は地球規模で連続的に繋がっており、地球規模の
環境変化の影響を受ける。また、変化が激しく観測し
にくいこともあり、生態系や海中などまだまだ謎の多
い世界である。様々なデータを収集しデジタル的に集
約することがまずは重要になる。生物データ、物理的
データ、化学データ、人的データなどを多元的に集め、
一体化して分析することで、新たな発見と価値創造が
期待される。
　またシームレスなスマート化のためには、海に対
するデータプラットフォーム、通信プラットフォー
ム、AI プラットフォーム、エネルギープラットフォー
ム、ロボットフラットフォームなど様々な基盤の整備
と充実が必須である。次章ではこの中の通信プラット
フォームにフォーカスして紹介する。

スマートオーシャンの土台となる通信インフラ
　海のスマート化の基盤となる通信インフラとしてし
ては、用途に応じて様々なサービス・システム・技術
を活用していく必要がある。それらを概観して表 3 に
示す。

表２　駿河湾のスマートオーシャン構想

表３　代表的な無線システムと海上利用
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① 4G/5G/B5G/6G
　最も基本となるのは、携帯電話サービスである。第
4 世代 LTE は、沿岸を含め駿河湾内をほぼカバーし
ている。沿岸の多数の基地局からの電波が遠方飛来で
重畳して到達するので、通信品質は陸上に比べると変
動や劣化が起きやすい。各通信キャリアは、5G サー
ビスを全国に順次エリア拡大しているが、海上はまだ
ほとんどエリア化されていない。28GHz 帯、4.5GHz
帯、3.7GHz 帯など高い周波数帯を使用するため、伝
搬距離は一般的に短く、沿岸の基地局から湾内への
サービス提供は容易ではない。将来的には、4G-LTE
の周波数も順次 5G 化されていくので、海上エリアも
現在の 4G 相当になっていくであろうが、システムの
マイグレーションには 10 年程度のスパンを要する。
　5G の次の世代として、Beyond 5G や 6G に向けた
研究開発が盛んにおこなわれており、国際標準化と社
会実装が 10 年単位で進むことが想定されている。通
信事業者に依存せず、自営で 4G や 5G を整備するこ
とも可能であり、B5G や 6G の時代は公衆網と自営網
がより緊密に連携できる可能性が高い。
　養殖施設や定置網などのスマート化には、センサー
データなど小データを極小電力で送れる IoT 用のネッ
トワークが必須である。LTE ベースのサービスは、
概ね駿河湾内でも使用できる。自営系の設備を設置し
て独自にエリアを充実させることも可能である。

② HAPS
　海上での通信インフラとして、今後注目すべきは
HAPS（High Altitude Platform Station）と低軌道周
回衛星（LEO：Low Earth Orbit）である。
　HAPS とは、高度 11km ～ 50km の成層圏に飛行機
を飛ばしそれを電波塔のように使うものである。成層
圏は風が極めて穏やかで安定しているので、大型の飛
行体を比較的少ないエネルギーで長期間飛行させるこ
とが可能とされている。そのため通信以外の使用目的
を含め、HAPS そのものの開発が世界中で進められて
おり［6］、数週間レベルの連続飛行にも成功している

［7］。高度 20km 程度の場合、200km 程度の範囲を電
波カバレッジとすることができ、山間部や海洋や離島
をカバーできる（図 2）。また地震や津波など災害に
も強い。無線方式としては、4G や 5G システムをそ
のまま利用することが技術的には可能で、必要な標準
化と法制度整備が進められているので、普及している
スマホなどがそのまま使えるようになる。近い将来、
空飛ぶ基地局として広く実用化されることが期待され
る。

③ LEO Constellations
　衛星を使った通信システムとしては、地上高約
36,000km の静止軌道上の衛星を使用するものが広く
使われてきた。全世界を 3 個の衛星でほぼカバーでき
るので、大洋上のサービスを一手に担ってきた。電
波の伝搬距離が長いので、大きな電力を必要とし、
必然的に高速データ通信のためには、超大型の衛星
や比較的大きな地球局アンテナが必要となる。また
36,000km を光の速度で往復すると 240ms かかるの
で、大きな遅延が生じる。
　静止軌道より低い高度の衛星（LEO）は、地上か
ら見ると高速で移動していくため、衛星を追尾する技
術が必要となる。また地球をカバーするためには多数
の衛星が必要となるので技術的にも経済的にも容易で
はなかった。しかし再利用可能なロケットが実用され
て大量の衛星を打ち上げることが可能になり、LEO 
Constellations を用いる通信システムが多数計画され
実用が開始している。SpaceX 社が提供する Starlink 
システムは、2021 年にサービスを開始し、日本でも
2022 年 9 月からサービスが提供されている。高度約
500km に 4,408 機（2022 年末に約 3,300 機）もの衛星
を打ち上げ（図 3）、40cm 程度のアンテナで 200 ～

図２　成層圏プラットフォーム：HAPS

図 3　Starlink 衛星の配置（2023 年 1 月）
高度 500km の軌道に 4,408 機の衛星を配置

（2022 年末：約 3,300 機）
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300Mbps の高速インターネットサービ
スが利用できる。天空が十分に見える
場所であれば、山間僻地や離島でも利
用できる。1 万台規模の地球局で戦争
下のウクライナの通信基盤を迅速かつ
広範に支えていることからもその有用
性が示されている。
　地球局は、高速で移動する衛星を追
尾しかつ分単位で衛星を切り替えてい
くため、電子的にビーム方向を高速に
変更できるフェーズドアレイアンテナ
を使っている。そのため、動揺のある
船舶等にも容易に適用できる。海上でのサービスもす
でに各国で開始されいる。日本では、領海内での使用
が 2023 年前半には許可される見通しであり、駿河湾
でのスマートオーシャン実証にはすぐに活用できる。
日本船籍の公海上での利用については、法制度整備を
待つ段階である。
　陸上や海底ケーブルでは光ファイバーが使われ
る。ファイバー中の光の速度は光速の 2/3 である。
Starlink システムでは、多数の衛星と衛星の間が光空
間伝送で繋がれている。光空間伝送なので光速の 1 倍
である。大陸間レベルの距離では、地上－衛星間の往
復 1,000km を考慮しても、空間伝送の LEO の方がファ
イバー経由よりだいぶ遅延が少なくなる。地上ファイ
バー系の全光化ネットワークと同様に、近い将来に全
光空間ネットワークが LEO 上に実現する。

④スマートオーシャン通信基盤
　海のスマート化のための通信基盤として、大型船舶
や洋上プラットフォームを用いる方法が考えられる。
例えば図 4 のような洋上プラットフォームを設け、エ
ネルギーと通信のハブとする。陸上からの固定無線、
Starlink のような衛星バックホール、あるいは陸と結
ぶ光ファイバーでバックホール回線を確保する。5G、
LPWA、Wi-Fi などの通信アクセスサービスを洋上プ
ラットフォームのアンテナタワーから提供し、船や養
殖設備や定置網が利用する。5G 等で標準化されてい
る端末間通信の仕掛けも活用できる。洋上の養殖設備
等に対して、マイクロ波電力伝送で電力を供給するこ
とも可能である。さらに、洋上データセンターを設け
ることで、情報のローカル処理と集約を図る。
　沿岸からのサービス、洋上プラットフォームや
HAPS や LEO からのサービスを様々に使うことで、海
洋に関わる多様な情報を多元的に集め、総合的に分析
しモデル化することで、サイバー空間に海洋のデジタ

ルツインを構築する。フィジカル空間と高度に融合さ
せることにより、スマート物流、スマート漁業、サス
テナブルオーシャンを実現していく。さらには、スマー
トシティやスマートファクトリーと連携させていく。

おわりに
　超スマート社会（Society 5.0）の実現に向け、海洋
のスマート化に向けた活動の一端を紹介した。さまざ
まなターゲットに向けて研究、開発、実証、社会実装
が段階を踏みながら進められている。東京工業大学で
も、生体分子センサー研究を応用した自律養殖ユニッ
ト、船舶自動航行や港湾ロボティクス、漁業従事者の
身体負担解析に基づく作業アシストスーツなど様々な
関連研究開発を進めている。
　研究成果を社会実装していくためには、アカデミア
が早い段階から産業界や地域社会や消費者と密接な関
係を持ち、現実課題を解決していくことが必要である。
海・陸・空・宇宙は物理的に連続的に繋がっており、
スマートオーシャンの課題も必要なプラットフォーム
も、海単独で検討すべきものではないことは当然であ
る。デジタル田園都市国家の様々なモデルや施策と連
携しつつ進めることにより、未来社会へのイノベー
ションを創造していくことを期待する。
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[1]閣議決定 , “科学技術基本計画 ,” 平成 28年 1月 22日 .
[2]“超スマート社会推進コンソーシアム ,” https://www.sss.e.titech.ac.jp/about/.  
[3]�“デジタル田園都市国家構想総合戦略 ,” https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/

digitaldenen/sougousenryaku/index.html.
[4]�“駿河湾スマートオーシャン議員連盟設立総会 ,” https://www.youtube.com/

watch?v=FysXiY2cm_M. 
[5]�笹川平和財団海洋政策研究所 , “スルガベイスマートオーシャン・シンポジウム ,” 

https://www.youtube.com/watch?v=t78U6My9RUg. 
[6]�F. D’Oliveira, F. Melo and T. Devezas, "High-Altitude Platforms — 

Present Situation and Technology Trends," Journal of Aerospace 
Technology and Management, vol. 8, no. 3, pp. pp. 249-262, 2016. 

[7]�Airbus, “Zephyr High Altitude Platform Station (HAPS) achieves 
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www.airbus.com/en/newsroom/press-releases/2021-11-zephyr-high-
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2021.

図４　洋上プラットフォームと洋上ネットワーク
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編集後記 ■早いものでもう 3 月。全力で応援した「箱根駅伝」が、
もう随分前のように思えます。
　娘達、叔父を含め、「中央、早稲田、駒澤」の OB、OG
がいる我が家はお正月の 2 日間「箱根駅伝」に釘付けでし
た。駒澤大学在籍中の娘は、復路沿道に駆けつけ応援、そ
の後急いで帰宅して最後まで全力で応援！結果、「駒澤大
学が総合優勝」、念願の学生 3 大駅伝「三冠」を達成です！
来年は箱根駅伝が 100 回目を迎えるということで、全国の
大学が予選会へ参加可能、本戦の出場権を獲得します。関
東勢以外の出場のハードルは高そうですが、101 回以降も
全国の大学参加可能を継続してもらいたいと思います。
　私は藤沢市民になった記念として「藤沢市民マラソン」
に初参加。数年ぶりのマラソン大会はドキドキでしたが無
事完走できました。藤沢市民マラソンは距離が 10マイル（約
16km）。ハーフマラソン（約 21km）より短い分精神的にか
なり楽。大会当日の天気は晴れ、風は弱く気温 2 度。走る
と身体が温まり、まさにマラソン日和でした。総勢 7000 人
近くが江の島をスタートする様は迫力満点。沿道で応援し
てくださる方の声を励みに走りました。結果は、女子全体
1535 人中 572 位、〇十代の部では 525 人中 213 位。大満足
の結果です。年齢別参加者数は、男女とも 50 代、40 代、30 代、
の順にが多く、完走者の最高年齢は、男性は 80 代 4 名、女
性は 70 代 19 名でした。ある程度の年齢になると健康診断
などで健康不安を感じ、効率の良い有酸素運動としてジョ
ギングから。走れるようになると大会参加を目標として継
続されている方が多いのでしょうか。70 代まで走る自信は
ありませんが、毎年参加を目指し、健康のバロメーターに
しようと思いました。来年は元陸上部の娘も参戦するらし
いので、「母娘対決」が今から楽しみです。（みんみん）

送付先変更のご連絡やお寄せいただくご意見・ご感想は、
下記の弊協会 HP の「お問い合わせ」ページ、または FAX
にてお知らせください。

URL：https://reea.or.jp/contact/
FAX：044-965-1222 

■ ■東京工業大学の卒業生は、産業界
要所要所で活躍中であり、どちらか

と言えば控えめで、時代で目立つ役者と言うより、時代を支
える影武者的軍曹感が漂う。「燕のマークは在学中によく見
かけました」、「スクールカラーが青だったとは知りません」、

「校歌は入学式で聴いたことがある」と大学の帰属意識よりも
最初から世界規模で勝負する工学探求が前提と捉える広い野
心を感じる。寡黙で、流行に付和雷同せず、時代からも独立
独歩の存在感を醸し出し、東工大卒であることをおごり高ぶ
ることはなく、あくまでもぶれない硬派な要素を持している。
本来の科学研究者の姿なのであろう。
　東工大関係者の ICT レポートや学会誌紙面は、基礎工学力
や基盤技術習得が前提の数式やグラフ表記が目立つ。「難易度
が高いと比例して敷居が高いかも？」という思い込みで敬遠
していた当大学特集を今回編集企画するに到った。寄稿要領
で「わかりやすくご紹介願います」が功を奏したか、どの先
生も冒頭からぐいぐい引き込み、心も掴まれる。入学に至る
学力、在学中の集中力、卒業後の探求心、好きな分野への没
入研究邁進力には敬意に値する。商学部、文学部からの学内
交流・ツッコミはなく、演劇部や運動部の叫び声、左右両派
の演説やタテカンなどから影響、感化、逸脱することもなく、
工学に埋没できる学術環境は羨望である。2 種のヒルズに「大」
の名が付く本部キャンパス“大岡山”は、3 つの駅を跨ぐ広
大な敷地で、都内モノづくり町工場ご近所でもあり、昭和の
重厚長大産業を支えた川崎をも一望できる。そこから西へ回
る太陽の動きと比例して世界へ展開できる日の出ずる最東か
ら発信する「工学の頂点 / ピークヒルズ」を東工大にこれか
らも期待したい。（20 世紀最大メディアのテレビジョン研究
開発者の高柳健次郎博士も東工大 OB。“杉のお山”）
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